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介護保険施設等に係る指定（各種届出等）及び指導の担当窓口 

 ※ 事業所所在地を所管する各総合支庁が窓口になります。 
 
 
 

山形県村山総合支庁保健福祉環境部地域健康福祉課 福祉指導担当 
  〒９９０－００３１ 山形市十日町一丁目６の６ 
            電 話 ０２３－６２７－１１４６・１１４８ 
            ＦＡＸ ０２３－６２２－０１９１ 

※平成２５年４月１日より保健所庁舎（２階）に移転しました。 
 
 
山形県最上総合支庁保健福祉環境部地域保健福祉課 地域包括ケア・障がい者支援担当  
  〒９９６－０００２ 新庄市金沢字大道上２０３４ 
            電 話 ０２３３－２９－１２７７ 
            ＦＡＸ ０２３３－２３－７６３５ 
 
 
山形県置賜総合支庁保健福祉環境部福祉課 指導担当 
  〒９９２－００１２ 米沢市金池七丁目１の５０ 
            電 話 ０２３８－２６－６０２９・６０３１ 
            ＦＡＸ ０２３８－２４－８１５５ 
 
 
山形県庄内総合支庁保健福祉環境部地域保健福祉課 高齢者介護支援担当 
  〒９９７－１３９２ 東田川郡三川町大字横山字袖東１９の１ 
            電 話 ０２３５－６６－５４６０・５１４６ 

                ＦＡＸ ０２３５－６６－４０５３ 
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１ 法令遵守について 

 

（１）介護サービス事業者の責務 

   介護サービス事業者は、次の理念に基づいてサービスを提供しなければ

ならない。 

① 要介護者等の人格を尊重するとともに、指定基準等を遵守し、要介護

者等のために忠実に職務を遂行すること。 

② 要介護者等の心身の状況等に応じて適切なサービスを提供すること。 

③ 提供するサービスを自ら評価することなどによって常に事業運営の向

上に努めること。 

 

（２）指定の取消等の状況 

制度施行から平成２６年度までに、全国において１，２２５事業所が指定

の取消処分を、４８９事業所が指定の効力の停止処分を受けている。 

   ※ 参考資料 Ｐ２～Ｐ９ 

本県でも、平成２７年度末までに３事業所に対して指定を取消し、２事

業所（介護予防含む）に対して指定の効力停止処分、７事業所に対して改

善勧告を行った。また、山形市において認知症対応型共同生活介護事業所

１事業所（介護予防含む）に、米沢市において小規模多機能型居宅介護事

業所１事業所に、指定の取消処分が行われた。 

 

（３）事業運営の適正化に向けた制度改正 

全国的に指定の取消処分を受ける事業者が後を絶たず、また、平成１９

年度に発覚した大手事業者における不正事案により、全ての介護サービス

事業者に対して、法令遵守を求めるため、平成２１年度に法令遵守の管理

体制整備の義務付け、本部等に対する立入調査権の創設、廃止する場合の

事前届出制、連座制に係る問題整理など、不正事案の再発防止と法令遵守

の徹底に向け、介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律が施行さ

れた。 
 

各介護サービス事業所においては、法令を遵守するとともに、日頃から

人員基準等の適合状況等を確認し、適切なサービスの提供と介護報酬請求

の適正化を図っていく必要がある。 
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１
．
指
定
取
消
・
効
力
の
停
止
処
分
の
あ
っ
た
介
護
保
険
施
設
・

事
業
所
内
訳
【
年
度
別
】
（
平
成
１
２
年
度
～
２
６
年
度
）

注
：
１
）
指
定
取
消
の
件
数
に
は
、
聴
聞
通
知
後
廃
止
（
聴
聞
通
知
後
に
廃
止
届
が
提
出
さ
れ
た
事
業
所
）
を
含
む
。

２
）
効
力
の
停
止
処
分
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、
平
成

18
年
度
か
ら
施
行
さ
れ
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。
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請
求
事
業
所
数
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調
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の
停
止
処
分
の
あ
っ
た
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護
保
険
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消
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効
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停
止
処
分
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介
護
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険
施
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業
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サ
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注
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１
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ビ
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毎
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介
護
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防
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含
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主
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の
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移
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主
な
指
定
の
効
力
の
停
止
事
由
の
年
次
推
移

（
平
成
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８
年
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２
６
年
度
）

（
図
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．
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取
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）
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廃
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廃
止
届
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事
業
所
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指
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指
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れ
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７
．
指
定
の
効
力
の
停
止
事
由
の
状
況
（
平
成
２
６
年
度
）

注
：
１
）
（
）
内
は
平
成
２
６
年
度
に
指
定
の
効
力
の
停
止
処
分
を
受
け
た
事
業
所
件
数
で
あ
る
。

２
）
複
数
の
効
力
の
停
止
事
由
が
該
当
す
る
事
業
所
に
つ
い
て
は
、
各
停
止
事
由
ご
と
に
計
上
さ
れ
る
た
め
、
停
止
件
数
と
各
停
止
事
由
の
合
計
は
一
致
し
な
い
。

（
図
７
）

指
定
の
効
力
の
停
止
事
由

人
員
に
つ
い
て
、

厚
生
労
働
省
令
で

定
め
る
基
準

を
満
た
す
こ
と
が

で
き
な
く
な
っ
た

設
備
及
び
運
営
に

関
す
る
基
準
に

従
っ
て
適
切
な

運
営
が
で
き
な
く

な
っ
た

要
介
護
者
の
人
格

を
尊
重
す
る
義
務

に
違
反
し
た

介
護
給
付
費
の

請
求
に
関
し
て

不
正
が
あ
っ
た

帳
簿
書
類
の

提
出
命
令
等
に

従
わ
ず
、
又
は

虚
偽
の
報
告

を
し
た

質
問
に
対
し

虚
偽
の
答
弁
を
し
、

又
は
検
査
を
拒
み
、

妨
げ
た

不
正
の
手
段
に
よ

り
指
定
を
受
け
た

介
護
保
険
法

そ
の
他
保
健
医
療

若
し
く
は
福
祉
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
く

命
令
に
違
反
し
た

そ
の
他

根
拠
条
文
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介
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介
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0
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0
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８
．
業
務
管
理
体
制
の
整
備
に
関
す
る
特
別
検
査
の
実
施
結
果

【
年
度
別
】
（
平
成
２
１
年
度
～
２
６
年
度
）

（
図
８
）
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２ 平成２８年度の介護保険施設等に対する指導・監査について 

 
（１） 実地指導 

① 全般的な指導事項 

厚生労働省の介護保険施設等実地指導マニュアルに基づき、ⅰ高齢者虐待防止・

身体拘束禁止に関する運営指導、ⅱ不適正な請求の防止に関する報酬請求指導、ⅲ

人員配置 を中心に各事業所の運営状況について指導を行う。 

特に、平成２７年度報酬改定により各種の加算・減算が創設されており、算定の

根拠となる基礎資料を中心に点検し、その適否についての指導を行うので、各事業

者においては関係資料の整理保管に万全を期すこと。 

② 有料老人ホーム等の入居者に対するサービス提供状況の確認 
有料老人ホーム等に併設されている居宅サービス事業所について、提供するサー

ビスの質の向上を図るという観点から、高齢者虐待防止に向けた従業者教育等の確

認及び有料老人ホーム等の入居者である利用者のケアプラン点検並びに個別サービ

ス計画の作成・記録に関する指導を行う。 

③ 居宅介護支援に係る特定事業所集中減算 

平成２７年４月の介護報酬改定に伴い取扱いが変更された特定事業所集中減算に

ついて、山形県健康福祉部健康長寿推進課長通知（平成２７年６月１６日付け健長第

３６７号）に基づく指導を行う。 
特に、紹介率最高法人の割合が８０％を超えている報告書を提出した事業所にお

いては、「正当な理由」の詳細について聴取するとともに、関係資料を確認する。 

④ 指定通所介護事業所等における宿泊サービスの提供状況の確認 

  宿泊サービスの最低限の質を担保するという観点から、厚生労働省において人員、

設備及び運営に関する指針を定めたことを受け、当該サービスを提供している事業

所（事業所の設備を利用せずに行う場合も含む。）の状況を確認し、利用者保護の視

点からの指導、助言を行う。 

⑤ 介護保険施設等における防災対策の強化 

通所系サービス及び施設系サービスについては、火災だけでなく風水害、地震を

想定した非常災害に関する計画の策定、避難訓練の実施、消防用設備・避難設備等

の点検の実施等について指導を行う。 

  ⑥ 感染症対策の徹底 

    平成２５年１月に入所施設を対象に実施した「インフルエンザ施設内感染対策に

関する調査」の検証の結果、改善を要する事項（平成２５年１月２５日付け保薬第

１５８０号山形県健康福祉部長通知「インフルエンザ施設内感染対策に関する調査

結果を踏まえたまん延防止対策の徹底について」）について指導を行う。 

 

  ※実地指導はこれまで実施日時を事前通知してきたところであるが、高齢者虐待が疑

われているなどの理由により、場合によっては事前通知をしないで実地指導を実施

するともあるため、日ごろから事業を適切に実施すること。 
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   以下はこれまでの実地指導における主な指摘・指導事項であるが、同じ内容の指摘

を受けることがないようにすること。 

  【これまでの実地指導等における主な指摘・指導】 

○ 共通事項 

① 相談室に遮へい物がなく相談内容の守秘について懸念されるもの。 

② 専用区画移動に係る変更届が未提出のもの。 

③ 事業所別に従事職種毎の勤務表が作成されていないもの。勤務実態を確認でき

ないもの。 

④ 他の事業所(併設の有料老人ホーム等を含む)に兼務している職員について、事

業所ごとに勤務時間を明確にした勤務表を作成していないもの。 

⑤ 人員基準及び報酬算定基礎となる資格等を確認できる書類が整備されていない

もの。 

⑥ 運営規程関係 

・ 変更届が未提出のもの。 

・ 運営規程に定めるべき事項が不足しているもの。 

・ 運営規程と異なる重要事項説明書により利用者に説明をしているもの。 

・ 運営規程に徴収の要件と金額を規定しないで、食費等のキャンセル料を徴収し

ているもの。 

⑦ 重要事項説明書関係 

・ 内容に誤りがあるもの。 

・ 必要記載事項が記載されていないもの。 

・ 同意を得ていないもの。 

・ 掲示がなされていないもの、又は変更があったにも関わらず最新のものが掲示

されていないもの。 

⑧ 個別サービス計画関係 

・ 作成が遅延しているもの、又は作成せずにサービスを提供しているもの。 

・ 同意がないもの。署名又は記名と印、同意日等がないもの。 

・ 居宅サービス計画と個別サービス計画とのサービス提供日や提供時間が相違

しているもの。 

⑨ サービス提供記録の不備(提供時間の未記載)のもの。 

⑩ サービス提供記録について数日分をまとめ処理(一括記録)しているもの、提供

者以外の者による代筆などを行っているもの。 

⑪ サービス担当者会議記録が整備されていないもの。 

⑫ 利用者の同意を得ずに利用者の個人情報（居宅サービスにおいては利用者の家

族の個人情報も含む）をサービス担当者会議等で使用しているもの。 

⑬ 身体拘束関係 

・ 必要性について、検討されないまま拘束が行われているもの。 

・ 家族への説明、同意に関する記録がないもの。 

・ 身体拘束廃止に向けた検討が行われていないもの。 

・ やむを得ず身体拘束を行う場合、記録にその態様や利用者の心身の状況の記載

のないもの。 
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・ 切迫性、一時性、非代替性のすべての要件を満たすことが確認できないもの。 

・ 職員研修の機会が確保されていないもの。高齢者虐待防止、身体拘束廃止に向

けた研修が行われていないもの。 

⑭ 死亡事故等が発生した場合に、速やかに県に報告していないもの。 

⑮ 苦情に関する記録及び事故に関する記録を作成していないもの。 

⑯ 預かり金について、施設内の管理規定が作成されていないもの。通帳と印鑑の

管理者を分けていないもの。 

⑰ サービス提供体制強化加算を算定する際、加算算定の基準を満たしているか確

認されていないもの。 

⑱ 介護職員処遇改善加算にかかる処遇改善計画、キャリアパス要件、定量的要件

について、職員へ周知したことが確認できないもの。 

○ 訪問介護 

① 当該事業所の訪問介護員以外の者によりサービスを提供し、介護報酬を請求し

ているもの。 

② サービス提供の記録がないもの、具体的な提供内容が不明確なもの、提供者の

氏名に提供していない者の氏名を記載しているもの、氏名の記載のないもの。 

③ 同居家族がいる場合の生活援助について、その必要性・検討経過について訪問

介護計画書において不明確なもの。 

④ 保険外サービスとの区別がされていないもの。 

⑤ ２人の訪問介護員により訪問介護を行う場合の、利用者又はその家族等の同意

を得ていることが確認できないもの。 

⑥ 日常生活の援助に当たらないサービスを提供し、介護報酬を請求しているもの。 

⑦ 通院等乗降介助の算定に当たり、居宅介護支援における適切なアセスメントを

通じて提供する必要があるが、算定要件が居宅サービス計画等において不明確

なもの。 

⑧ サービス提供責任者が初回訪問又はその属する月に同行していないにもかかわ

らず、初回加算を算定しているもの。 

⑨ ２級課程修了者（H27.4月以降は初任者研修修了者）のサービス提供責任者を配

置しているが減算していないもの。 

⑩ 緊急時訪問介護加算の対象である旨の記録がないもの。 

⑪ 同一建物減算をしていないもの。 

○ 訪問入浴介護 

① 主治医の意見を確認せずに介護職員３人がサービス提供を行っているもの。 

○ 訪問看護 

① 訪問看護サービスを行った者が不明確なもの。 

② ２人以上による訪問看護を行う場合の加算において、算定理由が訪問看護計画

書において不明確なもの。 

③ 緊急時訪問看護加算の算定において、居宅サービス計画の変更がなされていな

いもの。利用者が希望し同意したことが確認できないもの。 

④ 医療保険の給付対象者に対し介護保険を適用しているもの。 
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○ 通所介護 

① 介護職員の休暇により看護職員又は介護職員が配置されていないサービス提供

時間があるもの。 

② 営業日に看護師が配置されていないもの。 

③ 看護職員を配置していない日が１割を超えていたにもかかわらず、翌月の介護

報酬を減算していないもの。 

④ 生活相談員が提供時間に応じて１以上配置されていないもの。 

⑤ 機能訓練指導員等の職員の勤務状況が明確になっていないもの。 

⑥ １日あたりの利用定員を超過しているもの。 

⑦ 送迎に要する時間（H27.4月以降は送迎時に実施した居宅内介助を除く）をサー

ビス提供時間に含んでいるもの。 

⑧ 通所介護計画関係 

・ サービス提供時間帯、サービス提供内容が明確になっていないもの。 

・ 入浴サービスや屋外(事業所外)におけるサービス提供について、あらかじめ位

置付けられていないもの 

・ 通所介護計画に従ったサービスの状況や目標の達成状況の記録がされていない

もの。また、その実施状況や評価を利用者又は家族に説明していないもの。 

⑨ 利用者の心身の状況から長時間のサービス利用が困難である者など利用者側の

やむを得ない事情がないにもかかわらず、２時間から３時間未満の利用をケア

プランで位置付けているもの。 

⑩ 介護予防通所介護計画に基づくサービスの提供状況や利用者の状態について、

開始から少なくとも１月に１回介護支援事業者に報告をしていないもの。 

⑪ 非常災害に関する具体的計画の作成及び避難訓練を実施していないもの。 

⑫ 利用料を自己負担限度額以内とするため、居宅サービス計画上サービス提供時

間を短くしている利用日があるが、実際はサービスを提供しているもの。 

⑬ 事業所規模区分を確認するための「通所サービス算定区分確認表」が保管され

ていないもの。 

⑭ 延長サービス加算において、延長サービスの必要性、検討経緯が不明確なもの。 

⑮ 個別機能訓練に関する記録がないもの、訓練の記載内容が不十分なもの。個別

機能訓練計画で定めている訓練内容と違う訓練を実施し、加算を請求している

もの。 

⑯ 個別機能訓練加算において、多数職種による個別機能訓練計画の共同作成が確

認できないものや訓練実施時間の記録がないもの。 

⑰ 運動器機能向上加算において、計画の作成の際に、利用者ごとのニーズを実現

するための長期目標（概ね３ヶ月）及び短期目標(概ね１ヶ月)を設定していな

いもの。また、短期目標のモニタリングや長期目標の達成度や運動器機能の状

況においての事後アセスメントを行っていないもの。 

⑱ 口腔機能向上加算において、口腔機能改善管理指導計画は関係職種の者が共同

して作成したことが確認できないもの。 

⑲ 選択的サービス複数実施加算の算定において、選択的サービスを週１回以上行

っていない週があった月に算定しているもの。 
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⑳ 同一建物減算をしていないもの。 

○ 通所リハビリテーション 

① 医師について、勤務表への位置付けがなく配置していることが確認できないも

の。 

② 送迎に要する時間（H27.4月以降は送迎時に実施した居宅内介助を除く）をサー

ビス提供時間に含めているもの。 

③ 集団リハビリテーションの実施(提供)記録が不明確なもの。 

④ 通所リハビリテーションの提供において、居宅サービス計画、サービス提供票

実績記録、サービス提供記録における提供時間が乖離しているもの。 

⑤ 短期集中（個別）リハビリテーション実施加算において、１回あたり（H27.4月

以降は１日あたり）４０分以上の個別リハビリテーションを実施していないに

もかかわらず算定しているもの。 

⑥ 運動器機能向上加算において、計画の作成の際に、利用者ごとのニーズを実現

するための長期目標（概ね３ヶ月）及び短期目標(概ね１ヶ月)を設定していな

いもの。また、短期目標のモニタリングや長期目標の達成度や運動器機能の状

況においての事後アセスメントを行っていないもの。 

⑦ 運動器機能向上加算において、定期的なモニタリングを行っていないもの。 

○ 居宅介護支援 

① 勤務表で定めた休日と運営規程で定めた休日が異なるため、介護支援専門員が

不在となっている営業日があるもの。 

② アセスメントに当たって、利用者の居宅訪問や利用者の面接を行わずに居宅サ

ービス計画書を作成しているもの。 

③ 居宅介護サービスの提供に当たって、利用者に提供されるサービスが同一法人

のサービス事業者に特定されているもの。 

④ 要介護者の認定更新時にサービス担当者会議を開催していないもの。 

⑤ 居宅サービス計画を変更するに当たり、やむを得ない理由がないにもかかわら

ずサービス担当者会議を開催せず、併設通所介護事業所からの意見聴取のみで

終っているもの。 

⑥ モニタリング訪問の記録が確認できないもの。 

⑦ 居宅サービス計画に医療系サービスを位置付ける場合の、主治の医師又は歯科

医師の指示があることが確認されないもの。 

⑧ 福祉用具貸与を位置付ける場合で、継続して福祉用具貸与を受ける必要性につ

いて検証を行っていないもの。また、継続して貸与を受ける必要性がある場合

の理由を居宅サービス計画に記載していないもの。 

⑨ 通所介護において、利用者の心身の状況から長時間のサービス利用が困難であ

るなどの利用者側のやむを得ない事情がないにもかかわらず、２時間から３時

間未満の利用をケアプランで位置付けているもの。 

⑩ 通所介護サービス等の提供中にモニタリング訪問を行っているもの、サービス

担当者会議を当該事業所内で開催しているもの。 

⑪ 訪問介護（生活援助中心型）の計画策定において、必要性、検討経緯が不明瞭

なもの。 
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⑫ 同居家族がいる場合の生活援助について、サービス担当者会議等における検討

経緯や必要性について居宅サービス計画書において不明確なもの。 

⑬ 居宅サービス計画書を利用者やサービス事業者に交付したことが確認できる手

立てを講じていないもの。 

⑭ 認知症加算（H27.4月以降は基本報酬へ包括化）の算定に当たり居宅サービス計

画に必要事項(認知症に係る日常生活自立度、判定日、判定した医師名等)が記

載されていないもの。 

⑮ 独居高齢者加算（H27.4 月以降は基本報酬へ包括化）において、住民票上独居で

あることをもって、有料老人ホームに居住する者について算定しているもの。

独居確認に係るモニタリング訪問記録が行われていないもの。 

⑯ 入院時情報連携加算において、医療機関への情報提供が７日を超えて行われて

いるもの。 

⑰ 退院・退所加算について、施設・病院等の職員との面談を行わずに算定してい

るもの。 

また、居宅サービス計画書を作成するに当たっての利用者に関する必要な情報 

が極端に少ないもの。（＊国で示している「退院・退所情報記録書」を参考にす

ること） 

⑱ 利用者の居宅を訪問せずに緊急時居宅カンファレンス加算を算定しているもの。 

⑲ 特定事業所集中減算報告書について年２回作成されていないもの。 

⑳ 特定事業所集中減算報告書について紹介率最高法人が９０％（H27.9月以降は８

０％）を超えた場合の提出がされていないもの。 

○ 福祉用具貸与 

① 身分を証する書類が作成されていないもの。 

② 軽度者（要介護１又は要支援１・２）への車いす等の貸与において、その必要

性が確認できないもの。 

③ 保管・消毒業務を外部に委託している場合に、委託した消毒業務が適正に行わ

れているか確認していないもの。 

④ 福祉用具貸与計画が作成されていないもの及び福祉用具の貸与に変更があった

にもかかわらず福祉用具貸与計画が変更されていないもの。 

○ 特定福祉用具販売 

① 運営規程が定められていないもの。運営規程の概要を掲載していないもの。 

② 重要事項説明書を作成していないもの。 

③ 目録と異なる価格で販売しているもの。 

④ 特定福祉用具販売の提供を求められた場合で、被保険者資格、要介護認定の有

無及び要介護認定期間を確認していないもの。 

○ 介護老人福祉施設 

① 併設短期入所生活介護事業所との居室区分が不明確となっているもの。 

② 施設(食堂)の面積変更に係る届出が未提出のもの。 

③ 静養室の利用が出来ない(必要な静養が不可)状態にあるもの。 

④ 医師について、勤務表への位置付けや出勤簿が整備されておらず、配置してい

ることが確認できないもの。 
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⑤ 他事業所と兼務又は他職種と兼務している従業者の勤務状況がわかる勤務表が

作成されていないもの。 

⑥ 産休等で栄養士が休職した場合に代替の栄養士を配置していないもの。 

⑦ 施設サービス計画書に入所者・家族の意向が記載されていないもの。 

⑧ 施設サービス計画において、利用者の同意がなされていないもの。 

⑨ 要介護度変更に伴う施設サービス計画の見直しが行われていないもの。 

⑩ 事故発生防止の指針が整備されていないもの、事故発生時の報告がなされてい

ないもの。 

⑪ 感染症対策委員会を概ね３月に１回以上定期的に行っていないもの。 

⑫ 預かり金について、通帳残高と出納簿に差異があるもの。また、管理規程と異

なる取扱いを行っているもの。 

⑬ 看護体制加算について、常勤専任の看護師が配置されていないもの。算定区分

を誤っているもの。 

⑭ 個別機能訓練加算について、専ら当該業務に従事する常勤機能訓練指導員が配

置されていないもの。 

⑮ 個別機能訓練加算において、複数の職種による個別機能訓練計画の共同作成が

確認できないもの。 

⑯ 栄養ケア計画の見直しが適切に行われていないもの。 

⑰ 栄養マネジメント加算で複数の職種による共同作成の状況が確認できないもの。 

⑱ 退所前連携加算で関係職種における連携しての支援状況が確認できないもの。 

⑲ 短期入所から引き続き入所した場合に初期加算を誤って算定しているもの。 

⑳ 日常生活継続支援加算で、直近３月分の職員割合及び入所者割合（H27.4月以降

は直近６月間又は 12月間）を毎月確認、記録していないもの。 

○ 介護老人保健施設 

① 管理者が、同一敷地でない他の事業所の職務に従事していたもの。 

② 看護職員の員数が標準（看護・介護職員総数の７分の２相当）を大幅に下回っ

ているもの。 

③ 感染症対策の指針について、委託業者に周知していないもの。 

④ 事故発生防止の指針が整備されていないもの。 

⑤ リハビリテーション機能強化加算（H27.4月以降は基本サービス費に包括化）に

おいて、リハビリテーションの提供(実績)が確認できないもの。 

⑥ 夜勤職員配置加算において、別に認知症ケア加算を算定している場合にあって、

専門棟とそれ以外についてそれぞれで人員基準を満たしていないもの。 

⑦ 栄養マネジメント加算で適切なモニタリングを行っていないもの。 

⑧ 退所時情報提供加算の算定において、必要な書類が診療録に添付されていない

もの。 

○ 短期入所生活介護 

① 医師が配置されていないもの。 

② 生活相談員、介護職員及び看護職員にそれぞれ常勤職員がいないもの。 

③ 機能訓練指導員の勤務状況が不明瞭となっているもの。 
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④ ３泊４日以上の短期入所生活介護を継続利用する利用者に係る短期入所生活介

護計画が作成されていないもの。 

⑤ 短期入所生活介護サービスの継続利用に係るサービス担当者会議が適切に行わ

れていないもの。 

⑥ 空床型短期入所生活介護の利用において、利用者の氏名等の管理が不明瞭なも

の。 

⑦ 短期入所の利用限度日数の給付管理が適切に行われていないもの。 

⑧ 長期利用者に対する減算を回避するために、３０日おきに２泊だけ自宅に帰す

等の対応をしているもの。 

⑨ 食費の回数を誤って積算し徴収しているもの。 

⑩ 夜勤職員配置加算等を算定する際、加算算定の基準を満たしているか確認され

ていないもの。 

⑪ 常勤の看護師を配置しないで看護体制加算の算定をしているもの。 

⑫ 機能訓練指導員加算について、機能訓練指導員の配置数が算定要件を満たして

いないもの。 

○ 特定施設入居者生活介護 

① 受託サービスに係る業務の実施状況について定期的な確認と結果の記録を行っ

ていないもの。 

② 医療機関に提供する情報の内容について予め定めずに医療機関連携加算を算定

しているもの。 

③ 協力医療機関に対し情報提供をしないで、医療機関連携加算を算定しているも

の。 

④ 夜間看護体制加算について、常勤の看護師ではなく准看護師のみを配置して算

定しているもの。 
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（２） 業務管理体制に係る検査 

介護保険制度の健全な運営と国民からの信頼を確保するため、介護サービス事業

者は、利用者に対する適切なサービス提供のみならず、法令等の自主的な遵守が求

められている。このため、介護保険法に業務管理体制の整備・届出が規定されてお

り、届出をしていない介護サービス事業者は、法令に違反していることとなる。 

整備の内容、届出項目は次のとおり。届出項目は事業者が整備する内容の一部で

あることに留意すること。 

○整備の内容 

・業務管理体制に関する基本方針の策定 

・内部規程、組織体制、評価改善活動の状況の記録の整備 

・「法令遵守責任者｣を選任し、その業務内容の明確化 

・事業所数が２０以上の事業者は、法令遵守責任者の選任のほか、業務が法令に 

適合することを確保するための「法令遵守規程」の整備 

・事業所数が１００以上の事業者は、法令遵守責任者の選任、法令遵守規程の整

備のほか、「業務執行状況の監査」の実施 

○届出項目 

・法令遵守責任者の氏名・生年月日 

・事業所数が２０以上の事業者は、法令遵守責任者のほか、業務が法令に適合す

ることを確保するための規程の概要 

 ・事業所数が１００以上の事業者は、法令遵守責任者、法令遵守規程のほか、監

査の方法の概要 

 

県は介護保険の実地指導の際にこれらの関係書類の提出を求め業務執行状況につ

いて点検を行うこととなる。 

検査における業務管理体制の具体的な点検項目については、次のとおり。 

・ 事業所の数が２０未満の事業者の場合 

  １ 業務管理体制の基本方針の策定等の状況 

① 業務管理体制の基本方針(社内（法人内）方針) 

② 基本方針策定に当たっての事業者としての認識 

③ 策定の手順 

④ 事業所への周知方法 

  ２ 法令遵守責任者の役割（責務）及びその業務内容等 

① 法令遵守責任者の業務に対する認識 

② 法令遵守責任者の自己研鑽の状況 

③ 社内（法人内）、事業所に対する法令遵守に係る検証状況 

④ 法令遵守に係る会議、研修会等の開催状況 

⑤ 県等のホームページの確認状況（適正な事業運営に必要な情報の収

集態勢） 

⑥ 県又は市町村の集団指導の出席状況 
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  ３ その他法令遵守に関する取組状況 

・ 事業所の数が２０以上９９未満の事業者の場合 

上記１から２のほか、法令遵守規程の整備の状況 

① 法令遵守規程策定の手順（役員会への付議、報告等） 

② 事業所への周知方法 

③ 規程に基づく取組（実践）状況 

④ 事業所における内部牽制、相互チェック体制等の状況 

⑤ 評価、改善状況の検証（チェックリストの作成、活用の状況等） 
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３ 業務管理体制に係る届出事項の変更に関する届出について 

 

平成２１年度に介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律が施行され、介護保

険サービス事業者に対して事業所の数に応じて法令遵守責任者の選任(事業所の数が 

１９まで)・法令遵守に関する規程の整備（同９９まで）・業務執行状況に関する監査の

実施（同１００以上）及び行政機関への届出が義務付けられた。 

なお、届出事項に変更があった場合は、下記により届け出ること。 

 

１ 届出事項の変更等があった場合 

  変更の内容（例） 

ア 人事異動などで法令遵守責任者の変更があった。 

イ 法人の代表者の変更があった。 

ウ 法令遵守に関する規程の内容を修正した。（軽微な修正は除く） 

→ 第２号様式により所管の総合支庁まで提出すること。 

 

 ２ 新たな事業所の指定を受けた(又は廃止した)場合 

   変更の内容（例） 

ア 事業所数が６であったが、新たに県内に２つの事業所の指定を受け、合計

で８事業所となった。 

 ※ １９事業所以内での事業所数の増減についても、県において事業所

数を管理する必要があることから届出を要する。 

イ 事業所数が１８であったが、新たに県内に４つの事業所の指定を受け、合

計で２２事業所となった。 

※ この場合は、法令遵守責任者のほか、法令遵守に関する規程の整備

が義務付けられることとなり、その写しを添えて届け出することと

なる。 

→ 第２号様式により所管の総合支庁に提出すること。 

 

    ウ 山形市において訪問介護事業所を行っているが、新たに仙台市において訪

問介護事業所の指定を受け、運営法人の主たる事務所も仙台市に置くこと

とした。 

※ この場合は、届出先が山形県(総合支庁)から宮城県に変わる。（区

分の変更） 

→ 第１号様式により所管の総合支庁（ウの例の場合、村山総合支庁）及

び宮城県に提出すること。 

 

※ 様式については健康長寿推進課ホームページに掲載している。 

山形県ホームページ » 組織で探す » 健康福祉部  »  健康長寿推進課（健康づくりプロジ

ェクト推進室）» 事業指導担当 » 介護サービス事業者の業務管理体制の整備・届出について 

 http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/jigyousido/gyoumukanritaisei.html 
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４ 変更・廃止・休止等の各種届出について 

 
（１）変更届の添付資料について 

   変更があったときから１０日以内に各総合支庁の福祉担当課に変更届を提出するこ

と。ただし、定員の変更や建物の構造等の変更の場合などは、現地確認を要するので、

事前（変更予定日の１ヶ月前まで）に連絡すること。 

添付する資料については、別紙（Ｐ３１～Ｐ３２）のとおりとし、様式等について

は県のホームページに掲載しているので、確認すること。 

 
（２）休止・廃止届について 

   介護保険事業者は廃止又は休止をしようとするときは、廃止又は休止の日の１ヶ月

前までに県に届出をしなければならず、当該届出の日前１月以内に当該サービスを受

けている利用者であって、引き続き当該サービスに相当するサービスの提供を希望す

る者に対して、必要なサービス等が継続的に提供されるよう、居宅介護支援事業者等、

他のサービス事業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければな

らない。 

   ついては、廃止・休止しようとする事業所は、下記のとおり廃止・休止の日２ヶ月

前～１ヶ月前の間に居宅介護支援事業所等との連絡調整を十分に行い、利用者に対す

る必要な措置をとった上で、廃止又は休止の日の１ヶ月前までに各総合支庁福祉担当

課に届出を提出するよう注意すること。 

 

 【休止・廃止の際の手続について】 

時 期 具体的な手続き等 

休止・廃止の２

ヶ月前～１ヶ

月前（２ヶ月以

上前からでも

可） 

利用者に十分説明のうえ理解を得て、他事業所の紹介、居宅介護支援事業所

等との調整等利用者への継続的なサービス提供のための便宜提供を行う。 

※引継先事業所がない利用者が発生しないようにすること。 

※関係市町村（事業所所在地・利用者所在地市町村）に対しても連絡するこ

と。 

休止・廃止の１

ヶ月前まで 

下記の書類を総合支庁福祉担当課あて届出する。 

○休止・廃止・再開届出書（県健康長寿推進課ホームページ掲載） 

○当該事業所のサービス利用者一覧 

○事業所休止・廃止後の各利用者の他事業者への引継状況一覧（引継事業所

名が記載されているもの） 

※この時点で、引継先が決定していない利用者がいる場合は、「現在調整中」

等記載のうえ提出し、その後引継先が決定した時点（休止・廃止する日まで）

で、改めて引継状況一覧を提出すること。 

休止・廃止日ま

で 

まだ引継先が決定していない利用者がいる場合は、改めて引継状況一覧を提

出すること。 

※居宅介護支援事業所の場合は他の事業所の請求に影響があるため、請求事

務を終了するとともに、返戻等が生じた場合に対応できるようにしておくこ

と。 
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（３）介護給付費算定に係る体制状況一覧表等について 

   介護給付費（報酬）算定に係る届出に添付する書類を、別紙（Ｐ３３～Ｐ４５）の

とおりとし、県のホームページに掲載しているので、加算算定を開始する場合は、所

定の期日まで届け出ること。また、加算が算定されなくなる場合は、加算等が算定さ

れなくなった事実が発生した日から加算等の算定は行われないので、速やかにその旨

を届け出ること。（届出日に関わらず、遡って返還を要することとなる。） 

   次の①～④の加算等については、前年度（３月を除く１１ヶ月分）の実績に基づき

翌年度の算定の可否等を判断することとなるので、３月に必ず実績の確認を行い、変

更となる場合は、３月１５日まで（施設系サービスの場合は４月１日まで）に届出を

行うこと。まだ前年度の実績を確認していない事業所は、速やかに確認を行い、算定

できなくなった（減算に該当することとなった）場合には、速やかに届け出ること。 
当該加算等の算定要件を確認するために作成した書類については、加算等の区分に

変更がない場合であっても５年間は保管しておくこと。 

 

① サービス提供体制強化加算   

「サービス提供体制強化加算職員割合算出表（参考様式）（Ｐ４６）」を作成し、職

員の割合を算出すること。 

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）についてのみ、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算

出した平均を用いること。この場合、届出を行った月以降においても、直近３月間の

職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その

割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直

ちに届出すること。 
 
② 中重度者ケア体制加算（認知症加算） 

利用実人員数又は利用延人員数を用いて算出した要介護３（日常生活自立度Ⅲ）以

上の利用者割合算出表（参考様式）（Ｐ４７～４８）を作成し、１月あたりの実績の平

均を確認すること。 
届出日の属する月の前３月の実績により届出を行った場合は、届出を行った月以降

においても、直近３月間の利用者割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなけ

ればならない。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下

回った場合については、直ちに届出すること。 
  ※ 上記①及び②については、いずれも「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）の提

出を要するが、事業所の勤務シフト表で代替する場合は、記載内容が別紙７に沿ったものとな

っているかどうか確認してから提出すること。 
   ※ 加算の要件の確認にあたって、厚生労働省発出の「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆

Ａ（平成２７年４月１日）」の問２５～３１等を参考にすること。 
 
 

－22－



 
③ 通所系サービス事業所の事業所規模区分 

「通所介護の算定区分確認表(別紙２０）」、「通所リハビリテーションの算定区分確

認表（別紙２０－２）」を作成し、平均利用延人員数を確認すること。 

４月１日に定員を２５％以上変更する場合の平均利用延人員数は、便宜上、当該事

業所の定員の９０％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数とする。この

場合の「２５％以上」の算出については、前年度の最大（最小）定員と変更後の定員

の比較とする。（平成 27年３月集団指導資料Ｐ103） 

 

④ 中山間地域小規模事業所加算 

「中山間地域等小規模事業所加算に係る確認表（別紙１９）」を作成すること。居

宅サービスと介護予防サービスを一体的に行っている場合は、サービスごとに平均を

算出すること。 

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）についてのみ、届出日の属する月の直近の３月における１月当たりの平均延

べ訪問数（実利用者数）を用いること。この場合、届出を行った月以降においても、

毎月ごとに記録し、所定の回数（利用者数）を上回った場合については、直ちに届出

すること。 
 

（４）地域密着型通所介護と一体的に運営する介護予防通所介護の届出について 

   平成２８年４月１日より、定員が１８人以下の通所介護事業所については、地域密

着型通所介護として市町村から指定を受けることとなった。介護予防通所介護につい

ては、従来通り県指定のサービスであり、各届出はそれぞれの指定権者に提出すると

ころだが、地域密着型通所介護と介護予防通所介護を一体的に運営する事業所におい

ては、各種届出の提出について以下のとおりとする。 

届出 
届出の提出先 

地域密着型通所介護 介護予防通所介護 

新規指定申請 

指定更新申請 

休止・廃止届 

指定市町村※ 総合支庁福祉担当課 

変更届 指定市町村※ 

総合支庁福祉担当課 

ただし、地域密着型通所介護と内容が

重複する場合は提出省略可 

介護給付費に係る体制状況一覧表 指定市町村※ 総合支庁福祉担当課 

   ※他市町村指定を受けている場合は、当該市町村にも提出が必要。 
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（５）介護職員処遇改善加算について 

① 計画書の提出について 

年度途中から算定（変更）する場合は、算定開始予定月の前々月までに介護職員処

遇改善加算届出書（別紙様式３）（介護職員処遇改善加算変更届（別紙様式７））及び

必要な添付書類（Ｐ４９）を提出すること。 

（注）利用者負担（１割または２割）が生じることから、利用者に事前に説明のうえ、

サービス提供を開始すること（区分支給限度基準額の算定対象からは除外される。）。 

※居宅介護支援事業所においては、利用者負担の説明のため、サービス利用票別表に当該加算に

ついて記載する必要がある。（サービス利用票への記載は不要） 

 

② 本県における加算届出先の取扱い 

   介護職員処遇改善加算計画書等の届出は、原則、介護サービス事業所ごとの提出と

するが、介護職員処遇改善加算計画書を法人で一括して作成する場合は、所定の事業

所一覧を添付したうえで、法人で一括して届出することを可能とする。 

ただし、一括で届出することができるのは、各総合支庁担当管内（地域密着型サー

ビスにおいては各市町村）に所在する事業所分のみとする。 

 

 

（例）A法人において、 

山形市に A通所介護、A認知症対応型共同生活介護、A認知症対応型通所介護 

上山市に A－１通所介護 

米沢市に A－２訪問介護、A－２通所介護、A－２小規模多機能型居宅介護 

を運営している場合 

・A通所介護、A－１通所介護        ⇒村山総合支庁福祉担当課 

・A－２訪問介護、A－２通所介護   ⇒置賜総合支庁福祉担当課 

・A認知症対応型共同生活介護、A認知症対応型通所介護  ⇒ 山形市 

・A－２小規模多機能型居宅介護              ⇒  米沢市  

に対して、それぞれ一括で計画書を提出することが可能 

 

     

③ 賃金改善方法の周知について 

  加算の届出を行った事業所は、当該事業所における賃金改善を行う方法について、

①の計画書等を用いて職員に周知することとされているが、同計画書等における賃金

改善を行う方法の記載が職員に対して明確に認知されるよう掲示するなど、適切な方

法で周知を行うこと。 

 

 ④ 介護職員処遇改善加算計画書等の内容の変更 

  会社法による吸収合併や新設合併等、事業所等の増減（介護職員処遇改善加算計画

書を法人で一括して作成している場合で、事業所に増減があった場合）、就業規則等（介

護職員の処遇に関する内容に限る。）の改正及びキャリアパス要件等に関する適合状況

－24－



の変更をする場合は、介護職員処遇改善加算変更届（別紙様式７※県独自様式）及び添

付書類を各総合支庁福祉担当課（地域密着型サービスについては各市町村福祉担当課）

に提出すること。 

 

⑤ 実績報告書の提出について 

  各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、介護職

員処遇改善実績報告書（別紙様式５）及び関係書類（Ｐ５０）を各総合支庁福祉担当

課（地域密着型サービスについては各市町村福祉担当課）に提出すること。 

 ※ 平成２７年度の実績報告書は平成２８年７月２９日（金）まで 

 

 

 ⑥ 特別な事情に係る届出 

   事業の継続を図るために、介護職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く）を

引き下げた上で賃金改善を行う場合は、特別な事情に係る届出書（別紙様式第６）を

各総合支庁福祉担当課（地域密着型サービスについては各市町村福祉担当課）に提出

すること。 

 

⑦ 介護職員処遇改善加算算定の終了 
   加算の算定を終了する場合（介護職員処遇改善加算計画書を法人で一括して作成し

ている場合は計画書の事業所全てで終了する場合）は、介護職員処遇改善加算終了届

（別紙様式８※県独自様式）及び添付書類を各総合支庁福祉担当課（地域密着型サービ

スについては各市町村福祉担当課）に提出すること。 

   この場合、実績報告書を加算の最終支払月の翌々月の末日までに提出すること。 

 
⑧ 加算の返還・停止 

   加算の算定額に相当する賃金改善が行われていない等算定要件を満たさない場合、

虚偽又は不正の手段により加算を受けた場合は、加算を返還させること又は加算の取

消を行うことになるので十分に注意すること。 

 
（６）書類の提出について 

   下記書類の提出については、下記留意事項を確認し、提出する必要がある事業所に

おいては適切に対応すること。 

 

① 居宅介護支援事業所における特定事業所集中減算の報告 

   平成２７年度後期分より、対象サービスが拡大されたところであるが、平成２８年

４月から創設された地域密着型通所介護が対象サービスに追加された。 

平成２８年４月１日からは、通所介護及び地域密着型通所介護を位置付けた居宅サ

ービス計画はそれぞれ分けて算定することになるが、通所介護もしくは地域密着型通

所介護のいずれかにまとめて算定しても差し支えない（介護保険最新情報 Vol.553「居宅介

護支援における特定事業所集中減算（通所介護・地域密着型通所介護）の取扱いについて」参照） 
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なお、地域密着型通所介護を追加した報告様式を県ホームページに掲載したため、

確認すること。 

ホーム＞組織で探す＞健康福祉部＞健康長寿推進課(健康づくりプロジェクト推進室)＞事業指導担

当＞介護保険事業者指定申請書・更新申請書・変更届出書の様式について【居宅介護支援費に係る特

定事業所集中減算関係書類について】 

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/jigyousido/sinseisyo2007.html 

 

【特定事業所集中減算の報告にあたっての留意事項】 

・報告義務のある事業所 

特定事業所集中減算については、判定期間（※１）において居宅サービス計画に

位置づけた訪問介護サービス等（※２）のいずれかにおいて、紹介率最高法人の割

合が８０％を超えた居宅介護支援事業所は、正当な理由の有無にかかわらず全て報

告する必要がある。 

※１ 前期（３月１日から８月末日）及び後期（９月１日から２月末日）。なお、前期の減算適

用期間は１０月１日から３月３１日まで、後期の減算適用期間は４月１日から９月３０日ま

でとする。 

※２ 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリ

テーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護（利用期間を

定めて行うものに限る。）、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型

訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護（利用期

間を定めて行うものに限る。）、認知症対応型共同生活介護（利用期間を定めて行うものに限

る。）、地域密着型特定施設入居者生活介護（利用期間を定めて行うものに限る。）又は看護

小規模多機能型居宅介護（利用期間を定めて行うものに限る。） 

 

・正当な理由の範囲 

   紹介率最高法人の割合が８０％を超えていることについて正当な理由がある場合

は、当該理由を県知事に提出し、その是非が判断されることとなるが、正当な理由

の範囲については、以下のとおり。 

 

① 居宅介護支援事業所が所在する市町村区域内における対象サービスの

事業所数が、それぞれのサービスにつき５未満である場合。（この場合の

市町村は、平成１７年度に行われた市町村合併以前の旧市町村単位で判断

する。） 

   なお、居宅介護支援事業所が所在する市町村区域外に所在する特定の事

業所に集中した場合は該当しないため、後述の理由⑤として、その理由を

詳細に示すこと。 

② 判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画が２０件以下の場合 

③ 判定期間の１月あたりの居宅サービス計画のうち、それぞれの対象サー

ビスが位置付けられた計画の件数が１月あたり平均１０件以下の場合 

④ サービスの提供にあたって指示を受けた主治の医師等との密接な連携
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を確保するため、特定の事業者に集中していると認められる場合 

⑤ その他正当な理由があると考えられる場合 

  ※正当な理由の詳細については、ホームページに掲載している通知を確認するこ

と。 

※④及び⑤については、県による確認審査を行うので、紹介率が高い事業所を居

宅サービス計画に位置付ける場合には、集中減算報告書に添付することを想定し、

その要因についての資料又は記録を整備しておくこと。 

   

・報告の期限及び報告様式等 

判定期間前期分（各年度３月から８月分）は９月１５日、後期分（各年度９月か

ら２月分）は３月１５日までに、｢居宅介護支援における特定事業所集中減算報告書｣

（以下「集中減算報告書」という。）を所管の各総合支庁福祉担当課に提出すること

とされている。 

※ 提出期限の９月１５日、３月１５日が休日、祝日にあたる時は、その翌平日が期限となる。 

 

・その他留意点 

    実地指導等において、報告義務があるにもかかわらず報告を行っていない又は正

当な理由がなく紹介率最高法人の割合が８０％を超えているにも関わらず減算して

いない事実が確認された場合は、行政処分等の対象となる場合がある。 

また、紹介率最高法人の割合が８０％を超えていない居宅介護支援事業所であっ

ても、各期において集中減算報告書を作成し、２年間保存しなければならないとさ

れているが、介護給付費請求書等と併せて５年間は保管しておくことが望ましい。 

 

② 介護予防通所介護・通所リハビリテーションの事業所評価加算の届出 

 平成２８年度の加算（申出）の有無についての（変更）届出は、１０月１７日（月）

を期限としている。 

届出を行った翌年度以降に再度算定を希望する場合にその旨の届出は不要であり、

届出を行った翌年度以降に算定を希望しなくなった場合にはその旨の届出が必要とな

る。 

  

（７）介護保険事業所（施設）の職員配置状況調について 

従業員の員数に変更があった場合には、運営規程の内容の変更に該当するため、介

護保険法及び同法施行規則により、その都度都道府県知事に届け出なければならない。 
 しかし、本県では、当該員数の変更については下記調査（年 1 回）により届出に替

えるものとしているので、下記調査内容により所管の総合支庁福祉担当課に提出する

こと。 

   なお、この取り扱いは、あくまで員数の変更に係るものであり、他の変更届出事由

については随時届出が必要となるので、その取り扱いには十分注意すること。 

【調査内容】 

① 調査の基準日 平成２８年８月１日現在 

  ② 提 出 期 限  平成２８年８月３１日（水） 
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  ③ 提 出 書 類 (1)調査票（平成２８年７月中旬頃県ホームページ掲載予定） 

（ホーム»組織別一覧»健康福祉部»健康長寿推進課（健康づくりプロジ

ェクト推進室）»事業指導担当»平成 28 年度介護保険事業所（施設）

の職員配置状況調について） 

          (２)８月の勤務割表 

  ④ 提 出 先 事業所を管轄する総合支庁福祉担当課 

⑤ そ の 他  

○同一事業所において一体的に同種類の介護予防サービスを行っている事業所につ

いては、介護予防サービスに従事する従業者も含めて記入すること。 

○本調査は、上記に記述したとおり、事業者からの届出に替えるものであり、人員基

準の遵守状況を確認するものではない。 

○介護報酬の請求に関する事項に変更がある場合には、別の届出が必要になるので、

注意すること。 

 

（８）配置医師の届出について 

特別養護老人ホーム及び短期入所生活介護事業所は、「特別養護老人ホーム等におけ

る療養の給付の取扱いについて」（平成18年3月31日保医発第0331002号厚生労働省保険

局医療課長通知）記の７により、配置医師等に係る情報を県（各総合支庁福祉担当課）

に届出ることとされている。 

届出後、併設医療機関及び配置医師の状況に変更があった場合についても届出が必

要になる。届出様式は県のホームページに掲載しているので、ダウンロードして各総

合支庁福祉担当課に提出すること。 

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/publicfolder200611141893003956/houre

ikisokutuuti.html 

（ホーム»組織別一覧»健康福祉部»健康長寿推進課（健康づくりプロジェクト推進室）»事業指導担

当»老人福祉施設・介護保険施設・介護サービス事業者の皆さまへ»施設種別ごと法令・規則通知 「特

別養護老人ホーム等における配置医師等の状況に関する届出について」（平成 24 年 1 月 23 日長第

1280号）） 

 

（９）介護支援専門員について 

○平成２８年度の介護支援専門員実務研修受講試験は以下のとおり実施予定。 

１  試験日時 

平成２８年１０月２日（日）午前１０時から 

２ 試験会場 

山形国際ホテル、山形学院高等学校 

３  「受験の手引」配布時期 

平成２８年６月１日（水）から６月３０日（木） 

４ 「受験の手引」配布場所 

山形県福祉人材センター、山形県健康長寿推進課及び各総合支庁 

５ 受験申込書の受付期間  平成２８年６月８日（水）から６月３０日（木） 

        受付場所  山形県福祉人材センター 

－28－



※ 介護支援専門員実務研修受講試験の受験要件の見直しについて 

平成２７年２月１２日に省令が改正され、３年間の経過措置を経て、平

成３０年度の試験から、下記のとおり受験要件が改正される。 

①受験資格要件である実務経験期間に、介護等業務従事期間を算入しない。 

介護支援専門員実務研修受講試験を受験するためには、原則、５年以上

かつ９００日以上の実務経験を有していなければならないが、見直し後

の受験資格については、法定資格保有者に限定することが基本となり、

受験資格要件である実務経験期間に、介護等業務従事期間は算入できな

い。 

②実務経験期間に算入できる相談援助業務の範囲が限定される。  

現在の試験制度では、幅広い職種について相談援助業務として実務経験

期間に算入できることとなっているが、変更後は、相談援助業務として

実務経験期間に算入できるのは、「１．生活相談員、２．支援相談員、３．

相談支援専門員、４．主任相談支援員」に限定される。 

  

○介護支援専門員の研修制度について 

  平成１８年４月の介護保険法改正に伴い、介護支援専門員の登録制度が変更となり、

介護支援専門員として業務に従事するためには、「介護支援専門員証」の交付を受けて

いることが必要とされた。 

※平成１８年３月３１日以前に交付された登録証明書を持っている者は、既に有効期

間が過ぎている。 

※既に有効期間が過ぎた者が介護支援専門員として業務に従事する場合は、再研修を

受講し、申請のうえ再度介護支援専門員証の交付を受けること。  

※介護支援専門員証の更新には、その都度所定の研修（更新研修）を修了する必要が

ある。介護支援専門員として業務に従事する場合は、５年毎の有効期間が満了する

前に必ず所定の研修（更新研修）を修了し、更新申請を行うこと。 

※更新申請をせず、有効期間を過ぎて介護支援専門員業務に従事した場合は、登録が

消除される。 

 

○介護支援専門員の研修制度の見直しについて 

   地域包括ケアシステムの中で、医療職をはじめとする多職種と連携・協働しながら、

利用者の自立支援に資するケアマネジメントを実践できる専門職を養成するため、介

護支援専門員の法定研修のカリキュラムが大幅に見直された。平成２８年度からの主

な変更点は以下のとおり。 

１ 全ての研修について、研修時間が大幅に増加。 

２ 研修毎に、「医療に関する科目」が増加。 

３ 主任介護支援専門員研修の受講要件の変更、更新研修の新設。 

①主任介護支援専門員研修受講要件の変更について 

  利用者の自立支援に資するケアマネジメントが実践出来ている介護支援専門員で

あることが受講要件となるため、事前に居宅サービス計画等を提出し、適切にケ
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アマネジメントが出来ているかどうかの確認をすることになる。かつ、従事期間

等の要件を満たしている者が対象となる。 

②主任介護支援専門員更新研修について（新設） 

・主任介護支援専門員研修修了証明書の有効期限内に、主任介護支援専門員更新研

修を受講する必要がある。 

   ・平成２５年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者については、主任介

護支援専門員更新研修の受講時期について経過措置あり（平成２３年度までに

修了した者は、平成３１年３月３１日までに受講し、以降５年を超えない期間

毎、平成２４年度及び平成２５年度に修了した者は、平成３２年３月３１日ま

でに受講し、以降５年を超えない期間毎）。 

・主任介護支援専門員更新研修を修了した者は、介護支援専門員更新研修を修了し

た者とみなす。 

・受講要件として、介護支援専門員に係る研修の「研修講師」や「ファシリテータ

ー」の経験がある者、地域包括支援センターや職能団体等が開催する法定外の研

修等に年４回以上参加した者等の要件を満たす必要がある。 

 

    ※各研修に係る改正後のカリキュラムについては、厚生労働省発出の「介護保険最新情報 Vol．

４１９」に掲載されている。 
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                             平成２７年４月１日作成 

                               山形県  

 

◆以下の事項に変更があった場合は、変更があったときから１０日以内に各総合支庁福祉担当

課に変更届を提出すること。 

ただし、定員の変更や建物の構造等の変更などは、現地確認を要するので、事前（変更予定

日の１ヶ月前まで）に連絡すること。 

 

 

                               ２枚中１枚目 

 

変 更 事 項 添 付 書 類 留 意 事 項 

 事業所・施設（サテライトを
含む）の名称                 

・改正後の運営規程 
 

○事業所番号の変更については、※２を
参照 

 ○サテライトを設置する場合は、付表も
併せて提出すること 

 事業所・施設（サテライトを
含む）の所在地 

・改正後の運営規程 
・位置図、平面図及び写真 

 申請者の主たる事務所の所在地    ・左記変更事項が分かる書類 
・定款等、登記事項証明書 

 ※変更届に、所在地の場合は郵便番号、
氏名の場合はフリガナを記載すること 
○変更事項が登記事項の場合、登記事項
証明書等を添付のこと。（登記事項証明
書の発行に時間がかかる場合は、先に変
更届を提出し、後日登記事項証明書を提
出すること。） 

 代表者（開設者）の氏名、生
年月日及び住所 

・左記変更事項が分かる書類 
・誓約書（参考様式８－１～７） 
・定款等、登記事項証明書 

 定款・寄附行為等及びその登
記簿謄本・条例等（当該事業
に関するものに限る） 

 ・左記改正後のもの ○登記事項証明書の発行に時間がかか
る場合は、先に変更届を提出し、後日登
記事項証明書を提出すること。 

 事業所・施設の建物の構造、
専用区画等 

  

 ・変更前及び変更後の平面図(修正
箇所を色塗り)、求積表等 

 ・変更後の事業所の外観及び内部
の様子が分かる写真 

 ※面積基準に係るもの（用途変更含む）
については、現地確認（事前許可）を要
するので、事前に連絡すること 

 ※介護老人保健施設は、変更許可手続
（変更許可手数料発生）が必要 

 
 ○平面図については、各室の用途が記載
されていること。 

 備品（訪問入浴介護事業（介
護予防含む）に限る） 

・備品の概要を記載した書類 

・車両等の写真 

 

 事業所・施設の管理者の氏
名、生年月日及び住所 

（介護老人保健施設の新規就
任・交替を除く) 

・経歴書（参考様式３） 
・変更する月の勤務割表（別紙７） 
・誓約書（参考様式８－１～７） 
・資格証等の写し 
・勤務形態（常勤・非常勤）が分
かる書類（雇用契約書等の写し） 

 ※管理者は常勤であること 
○資格証等については、資格が必要なも
のに限る。 

 ○勤務形態が分かる書類については、別の
者が新たに管理者となった場合に限る。 
○住所変更の場合は、添付書類不要。 

介護老人保健施設の管理者 
 

・就任承諾書 
・履歴書 
・医師免許証の写し 

 介護老人保健施設の管理者の変更の場
合は、必ず事前に承認を受けること（承
認を受けた後、変更届の提出が必要） 

 サービス提供責任者の氏名及び 
住所 

・経歴書（参考様式３） 
・資格証等の写し 
・変更する月の勤務割表（別紙７） 
・勤務形態（常勤・非常勤）が分
かる書類（雇用契約書等の写し） 

 

 ※資格証等については、参考様式３の
｢記入上の注意事項」を参照（ヘルパー
２級の場合は、実務経験証明書も必要） 
○勤務形態が分かる書類については、別の
者が新たにサービス提供責任者となった
場合に限る。 
○住所変更の場合は、添付書類不要。 

協力医療機関（病院）・協力
歯科医療機関(契約内容の変
更を含む) 

・変更後の契約書の写し  

 事業所の種別   ・事業所の種別が分かる書類  
（病院、診療所の場合は、保健所

等の認可書写し等） 

※介護給付費の算定に係る体制等に関
する届出も必要 

 提供する居宅療養管理指導
の種類 

添付書類不要   
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２枚中２枚目 

           

※１ 登記事項証明書は、原本を提出のこと。なお、同一法人で複数事業所に係る変更届に登記事項証

明書を添付する場合は、一つの事業所に原本を添付し、残りは写しの添付で可とする。（ただし、

届出を行う総合支庁が異なる場合は、それぞれに原本を１通添付すること。） 

※２ 同一所在地で、同一事業所名で複数のサービスを行う場合には同一の介護保険事業所番号となる。

なお、事業所名が一字でも異なれば別の番号になる。また、市町村をまたいで事業所を移転する場

合は、原則として事業所番号を変更する。 

変 更 事 項 添 付 書 類 留 意 事 項 

運営規程 
 
 ※職員の員数の変更につい
ては、年１回県から照会する
「職員配置状況調査」への報
告で足りることとするので、
職員の員数の変更のみを内
容とした運営規程の変更に
係る届出は、提出不要 

 

・改正後の運営規程（修正箇所下線
表示） 

 
（定員の変更の場合） 

・改正後の運営規程(修正箇所下線
表示) 

・変更する月の勤務割表（別紙７） 
・平面図（必要に応じて：専用区画

表示のもの） 
（営業日及び営業時間の変更） 

・付表 
・改正後の運営規程（修正箇所下線

表示） 
・変更する月の勤務割表（別紙７） 

※運営規程の附則に改正年月日を追
記すること 

 ※サテライト又は一部の単位（通所
系サービス）の廃止・休止・再開も
変更届を提出のこと 

 
○定員増、営業日等の変更により従
業員を新規に雇用した場合は、次の
書類も添付すること。 
・資格証の写し（資格が必要な職種
のみ） 
・勤務形態（常勤・非常勤）が分か
る書類（雇用契約書等の写し） 

 事業実施形態（本体施設が特
別養護老人ホームの場合の
単独型・空床利用型・併設型
の別） 

 ・平面図等、変更の分かる書類 ※介護給付費算定に係る体制等届
出関係（別紙１、２）の提出も必要 

 入院患者又は入所者の定員  ・改正後の運営規程 
 ・認可書等の写し 
 ・平面図（必要に応じて：専用区

画表示のもの） 
  
 

○人員配置変更を伴うものについ
ては、左記に加えて 
・変更する月の勤務表 
・資格証の写し（資格が必要な職種
のみ） 
・勤務形態（常勤・非常勤）が分か
る書類（雇用契約書等の写し） 

 利用者の定員（特定施設入居
者生活介護に限る） 

 ・建物の構造概要及び平面図（各
室の用途を明示するもの）、設
備の概要 

・従業者の勤務の体制、勤務形態 
 ・（外部サービス利用型の場合）受

託居宅サービス事業所の名称、
所在地、当該事業者の名称、所
在地 

 ・協力医療機関との契約の内容 

○人員配置変更を伴うものについ
ては、左記に加えて 
・変更する月の勤務表 
・資格証の写し（資格が必要な職種
のみ） 
・勤務形態（常勤・非常勤）が分か
る書類（雇用契約書等の写し） 
※協力歯科医療機関がある場合は、
当該機関との契約内容も含む 

 介護老人福祉施設、介護老人
保健施設、病院等との連携・
支援体制 

 ・左記の内容が分かるもの  

 福祉用具の保管・消毒方法
（委託している場合にあっ
ては、委託先の状況） 

・左記の内容が分かるもの(委託の
場合は、契約書の写し) 
・保管・消毒場所、消毒器材にか

かる写真 
・再委託がある場合、その関係書類 

※消毒ハンドブック等を参照のう
え、用具の種目ごとに適切な方法で
消毒されていること 
 

 併設施設の状況等 ・左記の内容が分かるもの  

 役員の氏名、生年月日及び住所 ・役員名簿（参考様式９：変更用）
又は変更内容が分かる書類 

・誓約書（参考様式８－１～７） 

○誓約書は、変更に係る分のみで
可。 

介護支援専門員の氏名、登録
番号等（就労の開始及び就労
の終了を含む） 

・介護支援専門員一覧（参考様式10） 
・介護支援専門員証の写し 
・変更する月の勤務割表（別紙７） 
・勤務形態（常勤・非常勤）が分か

る書類（雇用契約書等の写し） 
 

※就労形態が変わる場合（例：常勤
専従→非常勤専従）も届け出ること 
○勤務形態が分かる書類について
は、別の者が新たに当該事業所に勤
務する場合に限る。 
○終了の者の添付書類は不要。 
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介
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給
付

費
算

定
に

係
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の

届
出

一
覧

H
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山

形
県

届
出

上
の

留
意

事
項

４
　

添
付

書
類

中
、

「勤
務

割
表

」「
資

格
証

の
写

し
」と

あ
る

場
合

は
、

当
該

体
制

に
係

る
担

当
職

員
等

の
配

置
が

分
か

る
も

の
の

み
で

結
構

で
す

。

５
　

以
下

に
示

す
添

付
書

類
の

ほ
か

、
審

査
に

必
要

な
書

類
を

別
途

提
出

い
た

だ
く
場

合
が

あ
り

ま
す

。

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

通
院

等
乗

降
介

助
○

運
営

規
程

○
市

町
村

意
見

書
○

国
土

交
通

省
の

許
可

証
等

の
写

し

・道
路

運
送

法
等

の
他

の
法

律
に

抵
触

し
な

い
よ

う
に

留
意

が
必

要
。

・市
町

村
の

意
見

が
必

要
と

な
る

の
で

、
あ

ら
か

じ
め

県
に

対
し

て
相

談
が

必
要

。

定
期

巡
回

・随
時

対
応

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

状
況

○
（別

紙
15

）定
期

巡
回

・随
時

対
応

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

状
況

等
に

係
る

届
出

書
（訪

問
介

護
事

業
所

）
○

利
用

者
又

は
そ

の
家

族
等

か
ら

電
話

に
よ

る
連

絡
が

あ
っ

た
場

合
に

常
時

対
応

で
き

る
体

制
に

あ
る

こ
と

を
確

認
で

き
る

書
類

○
定

期
巡

回
・随

時
対

応
型

訪
問

介
護

看
護

の
指

令
書

又
は

実
施

計
画

書
（議

事
録

の
写

し
等

）

・頻
回

の
訪

問
を

含
む

所
要

時
間

２
０

分
未

満
の

身
体

介
護

を
行

う
際

に
届

出
が

必
要

。

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
の

減
算

○
「減

算
あ

り
」の

届
出

の
場

合
　

　
・（

別
紙

16
）サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

の
減

算
に

関
す

る
届

出
書

　
　

・勤
務

割
表

（
別

紙
７

参
考

）
○

「減
算

あ
り

」か
ら

「減
算

な
し

」に
変

更
す

る
場

合
　

　
・（

別
紙

16
）サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

の
減

算
に

関
す

る
届

出
書

　
　

勤
務

割
表

（別
紙

７
参

考
）及

び
介

護
福

祉
士

登
録

証
の

写
し

若
し

く
は

研
修

を
修

了
し

た
旨

の
証

明
書

の
写

し
○

経
過

措
置

の
適

用
を

受
け

る
場

合
　

　
・他

の
訪

問
介

護
事

業
所

の
出

張
所

に
移

行
す

る
計

画
書

・サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
を

変
更

す
る

場
合

は
、

併
せ

て
変

更
届

（第
３

号
様

式
）を

提
出

す
る

こ
と

１
　

加
算

開
始

の
時

期
に

つ
い

て
は

、
下

記
の

と
お

り
で

す
。

（１
）居

宅
サ

ー
ビ

ス
及

び
介

護
予

防
サ

ー
ビ

ス
（
短

期
入

所
生

活
介

護
、

短
期

入
所

療
養

介
護

及
び

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
を

除
く
。

)又
は

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
  

　
・
届

出
が

毎
月

１
５

日
以

前
に

な
さ

れ
た

場
合

は
、

翌
月

か
ら

算
定

開
始

　
　

・届
出

が
毎

月
１

６
日

以
降

に
な

さ
れ

た
場

合
に

は
、

翌
々

月
か

ら
算

定
開

始
（２

）介
護

保
険

施
設

、
（介

護
予

防
）短

期
入

所
生

活
介

護
、

（
介

護
予

防
）短

期
入

所
療

養
介

護
及

び
（介

護
予

防
）特

定
施

設
入

居
者

生
活

介
護

　
　

・届
出

が
受

理
さ

れ
た

日
の

属
す

る
月

の
翌

月
か

ら
算

定
開

始
　

　
　

※
届

出
が

受
理

さ
れ

た
日

が
月

の
初

日
で

あ
る

場
合

は
当

該
月

か
ら

算
定

開
始

（３
）訪

問
看

護
（訪

問
看

護
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
に

限
る

。
）の

緊
急

時
訪

問
看

護
加

算
に

つ
い

て
は

、
届

出
が

受
理

さ
れ

た
日

か
ら

算
定

開
始

（４
）介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
に

つ
い

て
は

、
届

出
が

受
理

さ
れ

た
月

の
翌

々
月

か
ら

算
定

開
始

　
　

　
※

平
成

27
年

４
月

か
ら

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

加
算

の
算

定
を

受
け

よ
う

と
す

る
事

業
者

に
つ

い
て

は
、

同
年

４
月

１
５

日
（水

）ま
で

に
加

算
に

係
る

　
　

　
　

計
画

書
の

案
を

届
け

出
る

こ
と

と
し

、
同

年
４

月
末

ま
で

に
計

画
書

及
び

必
要

な
添

付
書

類
を

確
定

さ
せ

た
上

で
届

け
出

る
こ

と
と

す
る

。

２
　

加
算

等
が

算
定

さ
れ

な
く
な

る
場

合
は

、
そ

の
事

実
の

発
生

の
日

か
ら

算
定

不
可

と
な

り
ま

す
。

３
　

介
護

報
酬

算
定

の
届

出
に

つ
い

て
は

、
（別

紙
２

）介
護

給
付

費
算

定
に

係
る

体
制

等
に

関
す

る
届

出
書

及
び

（別
紙

１
）介

護
給

付
費

算
定

に
係

る
体

制
等

状
況

一
覧

表
に

下
記

の
書

類
を

添
付

し
て

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

訪
問

介
護
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介
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

特
定

事
業

所
加

算

○
特

定
事

業
所

加
算

に
係

る
届

出
書

（別
紙

10
）

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

職
員

の
割

合
算

出
に

必
要

な
月

数
分

の
勤

務
割

表
（別

紙
７

）
○

職
員

割
合

算
出

表
（参

考
）

○
登

録
喀

痰
吸

引
等

事
業

者
、

登
録

特
定

行
為

事
業

者
の

指
令

書
の

写
し

（た
ん

の
吸

引
等

の
業

務
を

行
う

た
め

の
登

録
を

受
け

て
い

る
場

合
）

○
体

制
要

件
の

根
拠

書
類

（要
件

を
満

た
す

こ
と

が
分

か
る

書
類

）を
添

付
す

る
こ

と
。

（人
材

要
件

に
つ

い
て

は
、

勤
務

割
表

の
提

出
の

み
で

可
）

・平
成

27
年

４
月

以
降

加
算

Ⅳ
に

該
当

す
る

場
合

は
、

新
た

に
届

け
出

る
こ

と
。

特
別

地
域

加
算

・サ
テ

ラ
イ

ト
の

新
設

・廃
止

に
よ

る
場

合
も

含
む

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（地
域

に
関

す
る

状
況

）

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（規
模

に
関

す
る

状
況

）
○

中
山

間
地

域
等

小
規

模
事

業
所

加
算

に
係

る
確

認
表

（別
紙

19
）

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

○
介

護
職

員
処

遇
改

善
計

画
書

（別
紙

様
式

２
）

○
介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
届

出
書

（別
紙

様
式

３
又

は
４

）
○

就
業

規
則

、
給

与
規

程
、

労
働

保
険

関
係

成
立

届
等

の
納

入
証

明
書

○
特

別
な

事
情

に
係

る
届

出
書

（別
紙

様
式

６
）（

届
け

出
る

場
合

の
み

）
○

要
件

に
係

る
事

項
を

全
て

の
介

護
職

員
に

周
知

し
た

際
の

文
書

（届
け

出
る

場
合

の
み

）

・平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

の
算

定
を

行
う

場
合

は
、

新
た

に
届

け
出

る
こ

と
。

特
別

地
域

加
算

・サ
テ

ラ
イ

ト
の

新
設

・廃
止

に
よ

る
場

合
も

含
む

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（地
域

に
関

す
る

状
況

）

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（規
模

に
関

す
る

状
況

）
○

中
山

間
地

域
等

小
規

模
事

業
所

加
算

に
係

る
確

認
表

（別
紙

19
）

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
）

○
職

員
の

割
合

の
算

出
に

必
要

な
月

数
分

の
勤

務
割

表
（別

紙
７

）
○

職
員

割
合

算
出

表
（参

考
）

○
研

修
等

に
関

す
る

要
件

の
根

拠
書

類
（介

護
福

祉
士

等
の

状
況

は
、

勤
務

割
表

の
提

出
の

み
で

可
）

・平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

イ
の

算
定

を
行

う
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

訪
問

看
護

施
設

等
の

区
分

○
（別

紙
14

）訪
問

看
護

事
業

所
に

お
け

る
定

期
巡

回
・随

時
対

応
型

訪
問

介
護

看
護

連
携

に
係

る
届

出
書

○
要

件
を

満
た

す
こ

と
が

確
認

で
き

る
書

類
（連

携
に

係
る

契
約

書
又

は
協

定
書

等
）

・定
期

巡
回

・随
時

対
応

型
訪

問
介

護
看

護
事

業
所

と
連

携
を

行
う

場
合

は
届

出
が

必
要

・緊
急

時
訪

問
看

護
加

算
の

届
出

を
し

て
い

る
こ

と
・サ

テ
ラ

イ
ト

の
新

設
・廃

止
に

よ
る

場
合

も
含

む

・当
該

加
算

を
届

け
出

る
場

合
は

、
両

方
「2

：該
当

」を
選

択
す

る
こ

と
。

・（
別

紙
17

）の
確

認
表

は
、

訪
問

介
護

、
介

護
予

防
訪

問
介

護
そ

れ
ぞ

れ
に

つ
い

て
作

成
す

る
こ

と
。

訪
問

介
護

・当
該

加
算

を
届

け
出

る
場

合
は

、
両

方
「2

：該
当

」を
選

択
す

る
こ

と
。

・（
別

紙
17

）の
確

認
表

は
、

訪
問

入
浴

介
護

、
介

護
予

防
訪

問
入

浴
介

護
そ

れ
ぞ

れ
に

つ
い

て
作

成
す

る
こ

と
。

訪
問

入
浴

介
護
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介
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

特
別

地
域

加
算

・サ
テ

ラ
イ

ト
の

新
設

・廃
止

に
よ

る
場

合
も

含
む

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（地
域

に
関

す
る

状
況

）

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（規
模

に
関

す
る

状
況

）
○

中
山

間
地

域
等

小
規

模
事

業
所

加
算

に
係

る
確

認
表

（別
紙

19
）

緊
急

時
訪

問
看

護
加

算

○
緊

急
時

訪
問

看
護

加
算

・特
別

管
理

体
制

・タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
体

制
に

係
る

届
出

書
（別

紙
８

）
○

連
絡

担
当

者
勤

務
割

○
緊

急
時

訪
問

看
護

加
算

に
当

た
り

利
用

者
に

配
布

す
る

文
書

の
写

し

特
別

管
理

体
制

○
緊

急
時

訪
問

看
護

加
算

・特
別

管
理

体
制

・タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
体

制
に

係
る

届
出

書
（別

紙
８

）
○

連
絡

担
当

者
勤

務
割

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
体

制
○

緊
急

時
訪

問
看

護
加

算
・特

別
管

理
体

制
・タ

ー
ミ

ナ
ル

ケ
ア

体
制

に
係

る
届

出
書

（別
紙

８
）

○
連

絡
担

当
者

勤
務

割

看
護

体
制

強
化

加
算

【新
規

】
○

看
護

体
制

強
化

加
算

に
係

る
届

出
書

（別
紙

８
-2

）
○

前
３

月
の

利
用

者
総

数
の

う
ち

各
加

算
を

算
定

し
た

利
用

者
の

占
め

る
割

合
に

係
る

書
類

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-2

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）
○

研
修

等
に

関
す

る
要

件
の

根
拠

書
類

（看
護

師
、

勤
続

年
数

の
状

況
は

、
勤

務
割

表
の

提
出

の
み

で
可

）

短
期

集
中

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
実

施
加

算
【新

規
】

・リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
加

算
を

算
定

し
て

い
る

こ
と

。

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
加

算
【
新

規
】

加
算

Ⅰ
と

加
算

Ⅱ
を

限
定

し
な

い
場

合
は

、
体

制
届

出
一

覧
の

両
方

に
○

を
付

け
る

こ
と

。

社
会

参
加

支
援

加
算

【新
規

】
○

訪
問

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
事

業
所

に
お

け
る

社
会

参
加

支
援

加
算

に
係

る
届

出
書

（別
紙

１
７

）
○

各
要

件
を

満
た

す
こ

と
が

分
か

る
書

類

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-3

）

・当
該

加
算

を
届

け
出

る
場

合
は

、
両

方
「2

：該
当

」を
選

択
す

る
こ

と
。

・（
別

紙
17

）の
確

認
表

は
、

訪
問

看
護

、
介

護
予

防
訪

問
看

護
そ

れ
ぞ

れ
に

つ
い

て
作

成
す

る
こ

と
。

訪
問

看
護

訪
問

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
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介
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定
に

係
る

体
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等
の

届
出

一
覧

H
2
8
.4

  
山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

施
設

等
の

区
分

（事
業

所
規

模
）

○
通

所
介

護
の

算
定

区
分

確
認

表
（別

紙
20

）

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
○

該
当

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

時
間

延
長

サ
ー

ビ
ス

体
制

○
運

営
規

程
・運

営
規

程
に

延
長

サ
ー

ビ
ス

を
行

う
時

間
を

明
記

す
る

こ
と

入
浴

介
助

体
制

○
事

業
所

の
平

面
図

及
び

浴
室

の
写

真
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

中
重

度
者

ケ
ア

体
制

加
算

【
新

規
】

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

中
重

度
者

ケ
ア

体
制

加
算

利
用

者
状

況
割

合
算

出
表

（参
考

）
○

看
護

職
員

の
免

許
証

の
写

し

個
別

機
能

訓
練

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

機
能

訓
練

指
導

員
の

資
格

証
の

写
し

・（
Ⅰ

）に
つ

い
て

は
、

通
所

介
護

を
行

う
時

間
帯

を
通

じ
て

専
ら

機
能

訓
練

指
導

員
の

職
務

に
従

事
す

る
常

勤
の

理
学

療
法

士
等

を
１

名
以

上
配

置
し

て
い

る
こ

と
。

（Ⅱ
）に

つ
い

て
は

専
ら

機
能

訓
練

指
導

員
の

職
務

に
従

事
す

る
理

学
療

法
士

等
を

１
名

以
上

配
置

し
て

い
る

こ
と

。

認
知

症
加

算
【新

規
】

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

認
知

症
介

護
指

導
者

研
修

、
認

知
症

介
護

実
践

リ
ー

ダ
ー

研
修

、
認

知
症

介
護

実
践

者
研

修
の

修
了

証
の

写
し

○
認

知
症

加
算

利
用

者
状

況
割

合
算

出
表

（参
考

）

若
年

性
認

知
症

利
用

者
受

入
加

算

生
活

機
能

向
上

グ
ル

ー
プ

活
動

加
算

（介
護

予
防

）

運
動

器
機

能
向

上
体

制
（介

護
予

防
）

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

機
能

訓
練

指
導

員
の

資
格

証
の

写
し

栄
養

改
善

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

管
理

栄
養

士
の

免
許

証
の

写
し

口
腔

機
能

向
上

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

言
語

聴
覚

士
、

歯
科

衛
生

士
又

は
看

護
職

員
の

免
許

証
の

写
し

選
択

的
サ

ー
ビ

ス
複

数
実

施
加

算
（介

護
予

防
）

・介
護

予
防

通
所

介
護

の
み

事
業

所
評

価
加

算
（介

護
予

防
）

１
０

月
１

５
日

ま
で

届
出

（当
初

の
届

出
内

容
か

ら
変

更
が

あ
る

場
合

の
み

届
出

）

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-4

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）

・平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

イ
の

算
定

を
行

う
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

通
所

介
護

－36－



介
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に
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等
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

施
設

等
の

区
分

○
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
算

定
区

分
確

認
表

（別
紙

20
-2

）

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
○

該
当

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

時
間

延
長

サ
ー

ビ
ス

体
制

○
運

営
規

程
・運

営
規

程
に

延
長

サ
ー

ビ
ス

を
行

う
時

間
を

明
記

す
る

こ
と

入
浴

介
助

体
制

○
事

業
所

の
平

面
図

及
び

浴
室

の
写

真
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
加

算
【
新

規
】

○
別

紙
７

加
算

Ⅰ
と

加
算

Ⅱ
を

限
定

し
な

い
場

合
は

、
体

制
届

出
一

覧
の

両
方

に
○

を
付

け
る

こ
と

。

短
期

集
中

個
別

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
実

施
加

算
【
新

規
】

・リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
加

算
を

算
定

し
て

い
る

こ
と

。

認
知

症
短

期
集

中
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

実
施

加
算

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

認
知

症
に

対
す

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
研

修
の

修
了

証
写

し
（精

神
科

医
師

及
び

神
経

内
科

医
師

以
外

が
当

該
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

に
関

わ
る

場
合

）
○

理
学

療
法

士
、

作
業

療
法

士
又

は
言

語
聴

覚
士

の
資

格
証

の
写

し
（医

師
が

リ
ハ

ビ
リ

を
行

わ
な

い
場

合
）

・リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
加

算
を

算
定

し
て

い
る

こ
と

。
平

成
27

年
4月

以
降

加
算

Ⅱ
に

該
当

す
る

場
合

は
、

新
た

に
届

け
出

る
こ

と
。

・加
算

Ⅰ
と

加
算

Ⅱ
を

限
定

し
な

い
場

合
は

、
体

制
届

出
一

覧
の

両
方

に
○

を
付

け
る

こ
と

。

生
活

行
為

向
上

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
実

施
加

算
【
新

規
】

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

（理
学

療
法

士
、

言
語

聴
覚

士
の

場
合

）研
修

受
講

免
許

証
の

写
し

・リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
加

算
Ⅱ

を
算

定
し

て
い

る
こ

と
。

若
年

性
認

知
症

利
用

者
受

入
加

算

運
動

器
機

能
向

上
体

制
（介

護
予

防
）

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

理
学

療
法

士
、

作
業

療
法

士
又

は
言

語
聴

覚
士

の
資

格
証

の
写

し

栄
養

改
善

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

管
理

栄
養

士
の

免
許

証
の

写
し

口
腔

機
能

向
上

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

言
語

聴
覚

士
、

歯
科

衛
生

士
又

は
看

護
職

員
の

免
許

証
の

写
し

選
択

的
サ

ー
ビ

ス
複

数
実

施
加

算
（介

護
予

防
）

・介
護

予
防

通
所

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
の

み

事
業

所
評

価
加

算
（介

護
予

防
）

１
０

月
１

５
日

ま
で

届
出

（当
初

の
届

出
内

容
か

ら
変

更
が

あ
る

場
合

の
み

届
出

）

中
重

度
者

ケ
ア

体
制

加
算

【
新

規
】

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

中
重

度
者

ケ
ア

体
制

加
算

利
用

者
状

況
割

合
算

出
表

（参
考

）
○

看
護

職
員

の
免

許
証

の
写

し

社
会

参
加

支
援

加
算

【新
規

】
○

通
所

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
事

業
所

に
お

け
る

社
会

参
加

支
援

加
算

に
係

る
届

出
（別

紙
１

８
）

○
各

要
件

を
満

た
す

こ
と

が
分

か
る

書
類

通
所

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
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介
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費
算

定
に

係
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体
制

等
の
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-5

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）

平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

イ
の

算
定

を
行

う
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

夜
間

勤
務

条
件

基
準

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
○

該
当

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

施
設

の
平

面
図

（変
更

す
る

場
合

は
事

前
に

相
談

の
こ

と
）

○
研

修
修

了
証

書
の

写
し

機
能

訓
練

指
導

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

機
能

訓
練

指
導

員
の

資
格

証
の

写
し

個
別

機
能

訓
練

体
制

【新
規

】
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

機
能

訓
練

指
導

員
の

資
格

証
の

写
し

看
護

体
制

加
算

○
（別

紙
9-

2）
看

護
体

制
加

算
に

係
る

届
出

書
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）及
び

資
格

証
の

写
し

○
オ

ン
コ

ー
ル

体
制

に
関

す
る

取
り

決
め

平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅱ

に
該

当
す

る
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

医
療

連
携

強
化

加
算

【新
規

】
看

護
体

制
加

算
Ⅱ

を
算

定
し

て
い

る
こ

と

夜
勤

職
員

配
置

加
算

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

１
日

平
均

夜
勤

職
員

数
が

基
準

を
満

た
し

て
い

る
こ

と
が

分
か

る
書

類
　

（参
考

）夜
勤

職
員

配
置

加
算

に
係

る
確

認
表

若
年

性
認

知
症

利
用

者
受

入
加

算

送
迎

体
制

○
送

迎
車

の
写

真

療
養

食
加

算
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

管
理

栄
養

士
又

は
栄

養
士

の
免

許
証

の
写

し

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-6

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）

平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

イ
の

算
定

を
行

う
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

通
所

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン

短
期

入
所

生
活

介
護

－38－



介
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に

係
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制

等
の

届
出
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

施
設

等
の

区
分

○
（別

紙
13

）介
護

老
人

保
健

施
設

（在
宅

強
化

型
）基

本
サ

ー
ビ

ス
費

及
び

在
宅

復
帰

・
在

宅
療

養
支

援
機

能
加

算
に

係
る

届
出

○
（別

紙
13

-2
）介

護
老

人
保

健
施

設
（療

養
型

又
は

療
養

強
化

型
）基

本
サ

ー
ビ

ス
費

に
係

る
届

出
○

勤
務

割
表

（別
紙

７
参

考
）及

び
資

格
証

の
写

し
○

そ
の

他
要

件
を

満
た

す
こ

と
が

確
認

で
き

る
書

類

・病
院

療
養

型
又

は
診

療
所

型
で

療
養

機
能

強
化

型
を

算
定

す
る

場
合

は
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。
・ユ

ニ
ッ

ト
型

病
院

療
養

型
又

は
ユ

ニ
ッ

ト
型

診
療

型
を

算
定

す
る

場
合

は
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

夜
間

勤
務

条
件

基
準

（従
来

型
老

健
、

老
健

療
養

型
、

病
院

療
養

型
）

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
（従

来
型

老
健

、
老

健
療

養
型

、
病

院
療

養
型

、
認

知
症

疾
患

型
）

○
該

当
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

施
設

の
平

面
図

（変
更

す
る

場
合

は
事

前
に

相
談

の
こ

と
）

○
研

修
修

了
証

書
の

写
し

療
養

環
境

基
準

（病
院

療
養

型
）
、

設
備

基
準

（診
療

所
型

）
○

療
養

環
境

基
準

の
変

更
が

わ
か

る
書

類
（平

面
図

、
勤

務
割

表
等

）

医
師

の
配

置
基

準
（病

院
療

養
型

）
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

夜
勤

職
員

配
置

加
算

（従
来

型
老

健
、

老
健

療
養

型
）

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

１
日

平
均

夜
勤

職
員

数
が

基
準

を
満

た
し

て
い

る
こ

と
が

分
か

る
書

類
　

（参
考

）夜
勤

職
員

配
置

加
算

に
係

る
確

認
表

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
提

供
体

制
（老

健
療

養
型

、
病

院
療

養
型

、
診

療
所

型
、

認
知

症
疾

患
型

）

○
各

種
項

目
に

該
当

す
る

届
出

書
（特

別
療

養
費

算
定

に
関

す
る

確
認

書
類

様
式

７
～

９
）

○
診

療
報

酬
算

定
届

出
書

の
写

し
○

届
出

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

平
面

図
、

当
該

従
業

者
の

免
許

証
の

写
し

療
養

食
加

算
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

管
理

栄
養

士
・栄

養
士

の
免

許
証

の
写

し

認
知

症
ケ

ア
加

算
（従

来
型

老
健

、
老

健
療

養
型

）
○

平
面

図
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

短
期

入
所

療
養

介
護

－39－



介
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

若
年

性
認

知
症

利
用

者
受

入
加

算
（従

来
型

老
健

、
老

健
療

養
型

、
病

院
療

養
型

、
診

療
所

型
）

送
迎

体
制

○
送

迎
車

の
写

真

特
別

療
養

費
加

算
項

目
（老

健
療

養
型

）、
特

定
診

療
費

項
目

（病
院

療
養

型
、

診
療

所
型

）

○
各

種
項

目
に

該
当

す
る

届
出

書
（特

別
療

養
費

算
定

に
関

す
る

確
認

書
類

様
式

５
～

７
、

９
）

○
診

療
報

酬
算

定
届

出
書

の
写

し
○

届
出

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

平
面

図
、

当
該

従
業

者
の

免
許

証
の

写
し

療
養

体
制

維
持

特
別

加
算

（老
健

療
養

型
）

○
転

換
前

の
病

棟
の

証
明

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-7

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）

・平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

イ
の

算
定

を
行

う
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

施
設

等
の

区
分

○
登

録
通

知
書

（サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
の

登
録

を
受

け
て

い
る

事
業

所
に

限
る

）

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
に

登
録

さ
れ

た
場

合
は

、
有

料
老

人
ホ

ー
ム

に
該

当
す

る
場

合
の

み
特

定
施

設
入

居
者

生
活

介
護

の
申

請
が

可
能

（有
料

老
人

ホ
ー

ム
の

区
分

で
届

出
を

行
う

）
養

護
老

人
ホ

ー
ム

で
平

成
27

年
4月

以
降

一
般

型
に

該
当

す
る

場
合

は
、

新
た

に
届

け
出

る
こ

と

「一
般

型
」、

「外
部

サ
ー

ビ
ス

利
用

型
」
の

区
分

の
変

更
○

外
部

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
と

の
契

約
書

等
の

写
し

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
○

該
当

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

個
別

機
能

訓
練

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

機
能

訓
練

指
導

員
の

資
格

証
の

写
し

※
常

勤
専

従
の

機
能

訓
練

指
導

員
が

必
要

夜
間

看
護

体
制

○
夜

間
看

護
体

制
に

係
る

届
出

書
（別

紙
９

）
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

看
護

に
係

る
責

任
者

の
看

護
師

免
許

証
の

写
し

○
オ

ン
コ

ー
ル

体
制

に
関

す
る

取
り

決
め

○
重

度
化

し
た

場
合

に
お

け
る

対
応

に
係

る
指

針

※
常

勤
の

看
護

師
が

必
要

看
取

り
介

護
加

算
○

看
取

り
に

関
す

る
指

針
夜

間
看

護
体

制
加

算
の

届
出

が
な

い
場

合
は

、
不

可
。

認
知

症
専

門
ケ

ア
加

算
【
新

規
】

○
必

要
な

研
修

の
修

了
証

の
写

し
○

必
要

な
研

修
の

受
講

申
込

書
の

写
し

○
利

用
者

総
数

の
う

ち
日

常
生

活
自

立
度

Ⅲ
以

上
の

者
の

占
め

る
割

合
が

分
か

る
書

類

短
期

入
所

療
養

介
護

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護

－40－



介
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

【新
規

】
○

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

加
算

に
関

す
る

届
出

書
（別

紙
12

-1
4）

○
職

員
の

割
合

の
算

出
に

必
要

な
月

数
分

の
勤

務
割

表
（別

紙
７

）
○

職
員

割
合

算
出

表
（参

考
）

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

施
設

等
の

区
分

○
勧

告
等

を
受

け
て

い
な

い
又

は
受

け
て

か
ら

５
年

以
上

が
経

過
し

て
い

る
こ

と
の

誓
約

書
（
参

考
様

式
）

○
要

件
を

満
た

す
こ

と
が

確
認

で
き

る
書

類

養
護

老
人

ホ
ー

ム
で

平
成

27
年

4月
以

降
一

般
型

に
該

当
す

る
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
○

該
当

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

夜
間

看
護

体
制

○
夜

間
看

護
体

制
に

係
る

届
出

書
（別

紙
９

）
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

看
護

に
係

る
責

任
者

の
看

護
師

免
許

証
の

写
し

○
オ

ン
コ

ー
ル

体
制

に
関

す
る

取
り

決
め

○
重

度
化

し
た

場
合

に
お

け
る

対
応

に
係

る
指

針

※
常

勤
の

看
護

師
が

必
要

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

【新
規

】
○

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

加
算

に
関

す
る

届
出

書
（別

紙
12

-1
4）

○
職

員
の

割
合

の
算

出
に

必
要

な
月

数
分

の
勤

務
割

表
（別

紙
７

）
○

職
員

割
合

算
出

表
（参

考
）

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

特
別

地
域

加
算

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（地
域

に
関

す
る

状
況

）

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（規
模

に
関

す
る

状
況

）
○

中
山

間
地

域
等

小
規

模
事

業
所

加
算

に
係

る
確

認
表

（別
紙

19
）

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（地
域

に
関

す
る

状
況

）

中
山

間
地

域
等

に
お

け
る

小
規

模
事

業
所

加
算

（規
模

に
関

す
る

状
況

）
○

中
山

間
地

域
等

小
規

模
事

業
所

加
算

に
係

る
確

認
表

（別
紙

19
）

特
別

地
域

加
算

特
定

事
業

所
集

中
減

算
【新

規
】

○
居

宅
介

護
支

援
費

に
係

る
特

定
事

業
所

集
中

減
算

報
告

書
の

写
し

特
定

事
業

所
加

算

○
（別

紙
10

-2
）特

定
事

業
所

加
算

に
係

る
届

出
書

○
居

宅
介

護
支

援
に

お
け

る
特

定
事

業
所

加
算

に
係

る
基

準
の

遵
守

状
況

に
関

す
る

記
録

（保
存

用
）

○
要

件
の

根
拠

書
類

（要
件

を
満

た
す

こ
と

が
分

か
る

書
類

）

・平
成

27
年

4月
以

降
加

算
を

算
定

す
る

場
合

は
、

新
た

に
届

け
出

る
こ

と
。

居
宅

介
護

支
援

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
（短

期
利

用
）

・当
該

加
算

を
届

け
出

る
場

合
は

、
両

方
「2

：該
当

」を
選

択
す

る
こ

と
。

福
祉

用
具

貸
与

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護

・当
該

加
算

を
届

け
出

る
場

合
は

、
両

方
「2

：該
当

」を
選

択
す

る
こ

と
。

・（
別

紙
17

）の
確

認
表

は
、

福
祉

用
具

貸
与

、
介

護
予

防
福

祉
用

具
貸

与
そ

れ
ぞ

れ
に

つ
い

て
作

成
す

る
こ

と
。
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介
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に

係
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体
制

等
の

届
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

夜
間

勤
務

条
件

基
準

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

１
日

平
均

の
夜

勤
職

員
数

の
算

出
方

法
が

分
か

る
も

の

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
○

該
当

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

体
制

、
準

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

施
設

の
平

面
図

（変
更

す
る

場
合

は
事

前
に

相
談

の
こ

と
）

○
研

修
修

了
証

書
の

写
し

日
常

生
活

継
続

支
援

加
算

○
日

常
生

活
継

続
支

援
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

１
２

－
６

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）及

び
資

格
証

の
写

し
○

入
所

者
の

割
合

要
件

を
満

た
す

こ
と

が
分

か
る

書
類

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）

看
護

体
制

加
算

○
看

護
体

制
加

算
に

係
る

届
出

書
（別

紙
9-

3）
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）及
び

看
護

師
免

許
証

の
写

し
○

オ
ン

コ
ー

ル
体

制
に

関
す

る
取

り
決

め

平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅱ

に
該

当
す

る
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

夜
勤

職
員

配
置

加
算

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

１
日

平
均

夜
勤

職
員

数
が

基
準

を
満

た
し

て
い

る
こ

と
が

分
か

る
書

類
　

（参
考

）夜
勤

職
員

配
置

加
算

に
係

る
確

認
表

個
別

機
能

訓
練

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

機
能

訓
練

指
導

員
の

資
格

証
の

写
し

若
年

性
認

知
症

入
所

者
受

入
加

算

常
勤

専
従

医
師

配
置

加
算

精
神

科
医

師
定

期
的

療
養

指
導

加
算

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

医
師

免
許

証
の

写
し

障
害

者
生

活
支

援
体

制
加

算
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

障
害

者
生

活
支

援
員

の
要

件
を

満
た

す
こ

と
が

分
か

る
書

類

身
体

拘
束

廃
止

取
組

の
有

無

栄
養

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

体
制

○
栄

養
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

11
）

○
変

更
す

る
月

の
管

理
栄

養
士

の
勤

務
割

表
○

管
理

栄
養

士
の

免
許

証
の

写
し

○
雇

用
契

約
書

等
の

写
し

療
養

食
加

算
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

管
理

栄
養

士
・栄

養
士

の
免

許
証

の
写

し

介
護

老
人

福
祉

施
設
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介
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算

定
に

係
る

体
制

等
の

届
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一
覧
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

看
取

り
介

護
体

制

○
看

取
り

介
護

体
制

に
係

る
届

出
書

（別
紙

9-
4）

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）及
び

看
護

師
免

許
証

の
写

し
○

オ
ン

コ
ー

ル
体

制
に

関
す

る
取

り
決

め
○

看
取

り
に

関
す

る
指

針
○

そ
の

他
要

件
を

満
た

す
こ

と
が

確
認

で
き

る
書

類

在
宅

・入
所

相
互

利
用

体
制

認
知

症
専

門
ケ

ア
加

算

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

研
修

修
了

証
の

写
し

○
利

用
者

総
数

の
う

ち
日

常
生

活
自

立
度

Ⅲ
以

上
の

者
の

占
め

る
割

合
が

分
か

る
書

類

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-6

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）

・平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

イ
の

算
定

を
行

う
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

施
設

等
の

区
分

○
（別

紙
13

）介
護

老
人

保
健

施
設

（在
宅

強
化

型
）基

本
サ

ー
ビ

ス
費

及
び

在
宅

復
帰

・
在

宅
療

養
支

援
機

能
加

算
に

係
る

届
出

○
（別

紙
13

-2
）介

護
老

人
保

健
施

設
（療

養
型

又
は

療
養

強
化

型
）基

本
サ

ー
ビ

ス
費

に
係

る
届

出
○

勤
務

割
表

（別
紙

７
参

考
）及

び
資

格
証

の
写

し
○

そ
の

他
要

件
を

満
た

す
こ

と
が

確
認

で
き

る
書

類

夜
間

勤
務

条
件

基
準

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

１
日

平
均

の
夜

勤
職

員
数

の
算

出
方

法
が

分
か

る
も

の

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
○

該
当

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

施
設

の
平

面
図

（変
更

す
る

場
合

は
事

前
に

相
談

の
こ

と
）

○
研

修
修

了
証

書
の

写
し

療
養

食
加

算
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

管
理

栄
養

士
・栄

養
士

の
免

許
証

の
写

し

夜
勤

職
員

配
置

加
算

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

１
日

平
均

夜
勤

職
員

数
が

基
準

を
満

た
し

て
い

る
こ

と
が

分
か

る
書

類
　

（参
考

）夜
勤

職
員

配
置

加
算

に
係

る
確

認
表

若
年

性
認

知
症

入
所

者
受

入
加

算

在
宅

復
帰

・在
宅

療
養

支
援

機
能

加
算

（
従

来
型

老
健

）

○
（別

紙
13

）介
護

老
人

保
健

施
設

（在
宅

強
化

型
）の

基
本

サ
ー

ビ
ス

費
及

び
在

宅
復

帰
・
在

宅
療

養
支

援
機

能
加

算
に

係
る

届
出

○
そ

の
他

要
件

を
満

た
す

こ
と

が
確

認
で

き
る

書
類

介
護

老
人

福
祉

施
設

介
護

老
人

保
健

施
設
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介
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に
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等
の
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山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

認
知

症
ケ

ア
加

算
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

許
可

関
係

書
類

（平
面

図
等

）
※

基
本

的
に

設
備

の
変

更
が

伴
う

た
め

、
変

更
許

可
が

必
要

身
体

拘
束

廃
止

取
組

の
有

無

タ
ー

ミ
ナ

ル
ケ

ア
体

制
加

算

特
別

療
養

費
加

算
項

目
（療

養
型

老
健

）

○
各

種
項

目
に

該
当

す
る

届
出

書
（特

別
療

養
費

算
定

に
関

す
る

確
認

書
類

様
式

５
～

７
）

○
診

療
報

酬
算

定
届

出
書

の
写

し
○

届
出

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

平
面

図
、

当
該

従
業

者
の

免
許

証
の

写
し

栄
養

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

体
制

○
栄

養
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

11
）

○
変

更
す

る
月

の
管

理
栄

養
士

の
勤

務
割

表
○

管
理

栄
養

士
の

免
許

証
の

写
し

○
雇

用
契

約
書

等
の

写
し

療
養

体
制

維
持

特
別

加
算

（療
養

型
老

健
）

○
転

換
前

の
病

棟
の

証
明

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）

認
知

症
専

門
ケ

ア
加

算

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

研
修

修
了

証
の

写
し

○
利

用
者

総
数

の
う

ち
日

常
生

活
自

立
度

Ⅲ
以

上
の

者
の

占
め

る
割

合
が

分
か

る
書

類

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-7

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）

・平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

イ
の

算
定

を
行

う
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
提

供
体

制
（療

養
型

老
健

）

○
各

種
項

目
に

該
当

す
る

届
出

書
（特

別
療

養
費

算
定

に
関

す
る

確
認

書
類

様
式

７
～

９
）

○
診

療
報

酬
算

定
届

出
書

の
写

し
○

届
出

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

平
面

図
、

当
該

従
業

者
の

免
許

証
の

写
し

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

夜
間

勤
務

条
件

基
準

（病
院

療
養

型
）

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

１
日

平
均

の
夜

勤
職

員
数

の
算

出
方

法
が

分
か

る
も

の

職
員

の
欠

員
に

よ
る

減
算

の
状

況
（病

院
療

養
型

、
認

知
症

疾
患

型
）

○
該

当
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

体
制

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

施
設

の
平

面
図

（変
更

す
る

場
合

は
事

前
に

相
談

の
こ

と
）

○
研

修
修

了
証

書
の

写
し

療
養

環
境

基
準

（病
院

療
養

型
）
、

設
備

基
準

（診
療

所
型

）
○

療
養

環
境

基
準

の
変

更
が

分
か

る
書

類
（平

面
図

、
勤

務
割

表
等

）

介
護

老
人

保
健

施
設
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介
護

給
付

費
算

定
に

係
る

体
制

等
の

届
出

一
覧

H
2
8
.4

  
山

形
県

サ
ー

ビ
ス

等
の

種
類

加
算

等
の

名
称

添
付

書
類

留
意

事
項

施
設

等
の

区
分

○
介

護
療

養
型

医
療

施
設

（療
養

機
能

強
化

型
）の

基
本

施
設

サ
ー

ビ
ス

費
に

係
る

届
出

（別
紙

13
-3

）
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

各
要

件
を

満
た

す
こ

と
が

分
か

る
書

類

・病
院

療
養

型
又

は
診

療
所

型
で

療
養

機
能

強
化

型
を

算
定

す
る

場
合

は
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。
・ユ

ニ
ッ

ト
型

病
院

療
養

型
又

は
ユ

ニ
ッ

ト
型

診
療

型
を

算
定

す
る

場
合

は
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

医
師

の
配

置
基

準
（病

院
療

養
型

）
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）

若
年

性
認

知
症

患
者

受
入

加
算

（病
院

療
養

型
、

診
療

所
型

）

身
体

拘
束

廃
止

取
組

の
有

無

療
養

食
加

算
○

変
更

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

管
理

栄
養

士
・栄

養
士

の
免

許
証

の
写

し

栄
養

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

体
制

○
栄

養
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

11
）

○
変

更
す

る
月

の
管

理
栄

養
士

の
勤

務
割

○
管

理
栄

養
士

の
免

許
証

の
写

し
○

雇
用

契
約

書
等

の
写

し

特
定

診
療

費
項

目
（病

院
療

養
型

、
診

療
所

型
）

○
各

種
項

目
に

該
当

す
る

届
出

書
（特

別
療

養
費

算
定

に
関

す
る

確
認

書
類

様
式

５
～

７
、

９
）

○
診

療
報

酬
算

定
届

出
書

の
写

し
○

届
出

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

平
面

図
、

当
該

従
業

者
の

免
許

証
の

写
し

認
知

症
専

門
ケ

ア
加

算
（
病

院
療

養
型

、
診

療
所

型
）

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

研
修

修
了

証
の

写
し

○
入

院
患

者
総

数
の

う
ち

日
常

生
活

自
立

度
Ⅲ

以
上

の
者

の
占

め
る

割
合

が
分

か
る

書
類

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

○
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（別
紙

12
-7

）
○

職
員

の
割

合
の

算
出

に
必

要
な

月
数

分
の

勤
務

割
表

（別
紙

７
）

○
職

員
割

合
算

出
表

（参
考

）

・平
成

27
年

4月
以

降
加

算
Ⅰ

イ
の

算
定

を
行

う
場

合
は

、
新

た
に

届
け

出
る

こ
と

。

認
知

症
短

期
集

中
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

加
算

○
変

更
す

る
月

の
勤

務
割

表
（
別

紙
７

）
○

理
学

療
法

士
、

作
業

療
法

士
、

言
語

聴
覚

士
の

免
許

証
の

写
し

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
提

供
体

制

○
各

種
項

目
に

該
当

す
る

届
出

書
（特

別
療

養
費

算
定

に
関

す
る

確
認

書
類

様
式

７
～

９
）

○
診

療
報

酬
算

定
届

出
書

の
写

し
○

届
出

す
る

月
の

勤
務

割
表

（
別

紙
７

）
○

平
面

図
、

当
該

従
業

者
の

免
許

証
の

写
し

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

訪
問

介
護

に
同

じ
訪

問
介

護
に

同
じ

介
護

療
養

型
医

療
施

設

－45－



※
　

常
勤

換
算

の
職

員
割

合
を

算
出

す
る

た
め

の
表

と
し

て
の

イ
メ

ー
ジ

な
の

で
、

必
要

に
応

じ
加

除
修

正
を

行
い

使
用

し
て

く
だ

さ
い

。

（
（

介
護

予
防

）
特

定
施

設
入

居
者

生
活

介
護

）
４ 月

５ 月
６ 月

７ 月
８ 月

９ 月
１

０ 月
１

１ 月
１

２ 月
１ 月

２ 月
３ 月

合 計
平 均

・
・
・
・
①

該
当

職
員

総
数

の
う

ち
常

勤
専

従
勤

務
の

職
員

数
・
・
・
・
②

該
当

職
員

総
数

の
う

ち
②

の
者

以
外

の
勤

務
実

績
合

計
時

間
　

　
　

　
　

　
　

 　
 ・

・
・
・
③

②
の

う
ち

介
護

福
祉

士
の

職
員

数
・
・
・
・
④

③
の

う
ち

介
護

福
祉

士
の

勤
務

実
績

合
計

時
間

　
　

　
 　

　
・
・
・
・
⑤

②
の

う
ち

看
護

・
介

護
職

員
の

職
員

数
・
・
・
・
⑥

③
の

う
ち

常
勤

の
看

護
・
介

護
職

員
の

職
員

数
・
・
・
・
⑦

②
の

う
ち

利
用

者
（
入

所
者

）
に

直
接

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
職

員
で

勤
続

年
数

３
年

以
上

の
職

員
数

・
・
・
・
⑧

③
の

う
ち

利
用

者
（
入

所
者

）
に

直
接

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
職

員
で

勤
続

年
数

３
年

以
上

の
者

の
勤

務
実

績
合

計
時

間
・
・
・
・
⑨

該
当

職
員

の
総

数
（
常

勤
換

算
）
：
③

÷
①

＋
②

 （
人

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 　

・
・
・
・
⑩

＊

介
護

福
祉

士
の

総
数

（
常

勤
換

算
）
：
⑤

÷
①

＋
④

 （
人

）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 　

・
・
・
・
⑪

＊

常
勤

の
看

護
・
介

護
職

員
の

総
数

　
：
　

⑥
＋

⑦
（
人

）
・
・
・
・
⑫

＊

勤
続

年
数

３
年

以
上

の
者

の
総

数
（
常

勤
換

算
数

）
：
　

⑨
÷

①
＋

⑧
 （

人
）

・
・
・
・
⑬

＊

介
護

福
祉

士
の

割
合

　
：
　

⑪
÷

⑩
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
  
　

常
勤

の
看

護
・
介

護
職

員
の

割
合

：
　

⑫
÷

⑩
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 　

　

勤
続

年
数

３
年

以
上

の
者

の
割

合
：
　

⑬
÷

⑩

*
箇

所
を

、
別

紙
×

×
「
サ

ー
ビ

ス
提

供
強

化
加

算
に

関
す

る
届

出
書

（
×

×
×

事
業

所
）
」
の

様
式

に
転

記
す

る
。

注
意

事
項

・
　

原
則

と
し

て
常

勤
専

従
以

外
の

勤
務

形
態

の
職

員
は

、
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
応

じ
た

常
勤

換
算

に
よ

り
算

出
す

る
こ

と
。

・
　

兼
務

者
に

つ
い

て
は

、
当

該
事

業
所

勤
務

の
勤

務
時

間
の

み
を

計
上

す
る

こ
と

。
・
　

①
の

勤
務

時
間

が
３

２
時

間
を

下
回

る
場

合
は

、
３

２
時

間
と

す
る

こ
と

。

・
　

職
種

を
兼

務
し

て
い

る
職

員
の

勤
務

実
績

時
間

は
、

指
定

さ
れ

た
職

種
の

み
の

勤
務

時
間

を
対

象
と

す
る

。
・
　

併
設

す
る

別
の

事
業

所
等

を
兼

務
し

て
い

る
職

員
の

勤
務

実
績

時
間

は
、

当
該

事
業

所
の

職
員

と
し

て
勤

務
割

さ
れ

た
勤

務
時

間
を

記
載

す
る

こ
と

。

勤
務

時
間

常
勤

換
算

常
勤

換
算

で
の

職
員

割
合

･　
②

③
の

”
該

当
職

員
”
と

は
、

サ
ー

ビ
ス

提
供

強
化

加
算

Ⅰ
イ

又
は

ロ
で

あ
れ

ば
当

該
指

定
特

定
施

設
入

居
者

生
活

介
護

事
業

所
の

介
護

職
員

、
加

算
Ⅱ

で
あ

れ
ば

当
該

指
定

特
定

施
設

入
居

者
生

活
介

護
事

業
所

の
看

護
・
介

護
職

員
、

加
算

Ⅲ
で

あ
れ

ば
利

用
者

（
入

所
者

）
に

直
接

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
職

員
（
生

活
相

談
員

、
看

護
職

員
、

介
護

職
員

及
び

機
能

訓
練

指
導

員
）
で

あ
る

。

別
紙

１
－

⑦
　

特
定

施
設

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

強
化

加
算

に
係

る
職

員
割

合
算

出
表

施
設

・
事

業
所

名

常
勤

職
員

の
勤

務
す

べ
き

時
間

（
時

間
）
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（参考）中重度者ケア体制加算利用者状況割合算出表

通所介護

通所リハビリテーション

前年度4月～2月

前3月※2

いずれかで算出

実人数

人 人

人 人

％ ％ ←

※1

※2

※3 利用者総数には要支援者は含めない。

延人数

前3月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、直
近3ヶ月間の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。
また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下回った場合につ
いては、直ちにその旨を届け出ること。

【加算要件】
要介護者の利用者総
数のうち、要介護度3
以上の利用者の割合
が30.0％以上であるこ
と。

前年度の実績が6月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む）については、前年度の実績による加算の届出は出来ないものとする。

サービス種別

（いずれかに○）

算出対象期間※1

（いずれかに○）

算
出
対
象
期
間
中
の
実
績

事業所名

利用者総数 (a)※3

うち、要介護度3以上の利
用者数 (b)

割合 (b)/(a)
（小数点第2以下切捨て）

割合算出表
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（参考）認知症加算利用者状況割合算出表

前年度4月～2月

前3月※2

いずれかで算出

実人数

人 人

人 人

％ ％ ←

※1

※2

※3 利用者総数には要支援者は含めない。

前年度の実績が6月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含
む）については、前年度の実績による加算の届出は出来ないものとする。

前3月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、直
近3ヶ月間の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。
また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下回った場合につ
いては、直ちにその旨を届け出ること。

割合算出表
延人数

算
出
対
象
期
間
中
の
実
績

利用者総数 (a)※3

うち、日常生活自立度ラン
クⅢ以上の利用者数 (b) 【加算要件】

利用者総数のうち、日
常生活自立度ランク
Ⅲ以上の利用者数の
割合が20.0％以上で
あること。

割合 (b)/(a)
（小数点第2以下切捨て）

（いずれかに○）

事業所名

算出対象期間※1
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介護職員処遇改善加算にかかる計画書・実績報告書の提出について 

 

介護職員処遇改善加算を算定する場合は、事業年度ごとに「介護職員処遇改善計画

書」及び「実績報告書」を提出する必要があります。提出期限、提出先等は下記のと

おりですので、下記の通知等をよく確認した上で作成してください。様式は山形県

のホームページからダウンロードしてください。 

※平成 28年度に様式を一部修正しています（別紙様式２～５） 

ホーム＞組織で探す＞健康福祉部＞健康長寿推進課(健康づくりプロジェクト推進室)＞事業指導担

当＞介護保険事業者指定申請書・更新申請書・変更届出書の様式について「４．介護給付費算定に

係る体制状況一覧表等」 

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/jigyousido/sinseisyo2007.html 

・「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の

提示について」（平成 27年 3月 31日老発 0331第 34号） 

・「平成 27年度介護報酬改定に係るＱ＆Ａ Vol.2（問 36～問 62） 

 

１ 処遇改善計画書 

○提出書類 

様式番号 提出書類 
申請単位 

備 考 
単一事業所 複数事業所 

別紙様式３ 介護職員処遇改善加算届出書 ○（※1）  
(※1)単一事業所で

計画 

別紙様式４ 介護職員処遇改善加算届出書  ○（※2） 
(※2)複数事業所で

計画 

別紙様式２ 介護職員処遇改善計画書 ○ ○  

別紙様式２ 

(添付書類１） 

介護職員処遇改善計画書 

（事業所一覧表） 
 ○  

別紙様式２ 

(添付書類２) 

介護職員処遇改善計画書 

（都道府県状況一覧表） 
 ○（※3） 

(※3)県外事業所を

含んだ計画の場合 

別紙様式２ 

(添付書類３) 

介護職員処遇改善計画書 

（届出対象都道府県内市町村一覧表）（再掲） 
 ○（※4） 

(※4)地域密着型ｻｰ

ﾋﾞｽ事業所を含んだ

計画の場合 

 
労働法規の遵守に関する誓約

書 
○ ○  

 就業規則 ○（※5） ○（※5） 
(※5)既に提出した

ものから変更がな

い場合は省略可能 

 給与規程 ○（※5） ○（※5） 

 
労働保険保険関係成立届等の

納入証明書等 
○（※5） ○（※5） 

別紙様式６ 特別な事情に係る届出書 ○ ○  

○提出期限：加算を取得する年度の前年度の２月末日まで 

      ※年度の途中で加算を取得する場合は、取得しようとする月の前々月の

末日まで 

 

山形県健康長寿推進課 
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２ 処遇改善実績報告書 

○提出書類 

様式番号 提出書類 
申請単位 

備 考 
単一事業所 複数事業所 

別紙様式５ 
介護職員処遇改善加算実績報

告書 
○ ○  

別紙様式５ 

(添付書類１） 

介護職員処遇改善加算実績報

告書 

（事業所一覧表） 

○ ○  

別紙様式５ 

(添付書類２) 

介護職員処遇改善加算実績報

告書 

（都道府県状況一覧表） 

 ○（※1） 

(※1)県外事業

所を含んだ計画

の場合 

別紙様式５ 

(添付書類３) 

介護職員処遇改善加算実績報

告書 

（報告対象都道府県内市町村一覧表）（再掲） 

 ○（※2） 

(※2)地域密着

型ｻｰﾋﾞｽ事業所

を含んだ計画の

場合 

別紙様式５ 

(添付書類４) 

介護職員処遇改善加算実績報

告書積算資料 
○ ○ 

１加算受給額、

２賃金改善所要

額 明 細 （ 総 括

表）、３賃金改善

所要額支給明細 

 

国保連が発行する「介護職員

処遇改善加算総額のお知ら

せ」の写し 

○ ○ 

実績報告書の期

間のすべての月

について添付す

ること 

○提出期限：各事業年度の加算の支払があった月の翌々月の末日まで 

（平成２７年度分は平成２８年７月２９日（金）まで）【期限厳守】 

※ 提出期限を過ぎた場合は、加算の算定要件を満たしていないものとして全額返還となりま

す。 

 

３ 問い合わせ、提出先（事業所所在地を所管する各総合支庁が窓口となります。） 

村山総合支庁地域健康福祉課福祉指導担当 ＴＥＬ０２３－６２７－１１４６・１１４８ 

 〒９９０－００３１ 山形市十日町１－６－６ 

最上総合支庁地域保健福祉課高齢・障がい者福祉担当 ＴＥＬ０２３３－２９－１２７７ 

〒９９６－０００２ 新庄市金沢字大道上２０３４ 

置賜総合支庁福祉課指導担当 ＴＥＬ０２３８－２６－６０２９・６０３１ 

 〒９９２－００１２ 米沢市金池７－１－５０ 

庄内総合支庁地域保健福祉課高齢者介護支援担当 ＴＥＬ０２３５－６６－５４６０・５１４６ 

〒９９７－１３９２ 東田川郡三川町大字横山字袖東１９－１ 

※ 法人で一括して届出する場合は、各総合支庁管内に所在する事業所分のみとします。 

※ 地域密着型サービス事業所の提出先は指定権者である各市町村になります。 

－50－



５ 指定（許可）更新について 

介護保険法の指定（許可）を受けた事業所は、指定（許可）を受けた日から６年ごと

に指定（許可）の更新を受けなければ、指定（許可）の効力を失うことになるので、各

事業所において申請期間内に所管の総合支庁福祉担当課に更新申請書を提出すること。 

なお、介護予防訪問介護事業所及び介護予防通所介護事業所は、総合事業への移行期

間（平成２７年度から平成２９年度まで）中も指定の効力は残るため、この期間中に更

新が必要な事業所は、必ず申請手続きを行うこと。（この場合、有効期間は平成３０年３

月３１日までとなる。） 

 

（１）更新申請受付期間 

  指定満了日の２ヶ月前の日から１ヶ月前の日の前日まで 

 

（２）提出書類 

①指定更新申請書（第１０号様式） 

②誓約書（参考様式８－１～８－６のうち、該当する様式） 

③誓約書（参考様式８－７） 

④法人役員名簿〔更新申請用〕（参考様式９） 

⑤介護支援専門員一覧（参考様式１０）（該当するサービスのみ） 

※ 同一の法人で複数事業所を運営している場合、事業所毎に提出すること。（更新申請

書を除き、コピー可） 

※ 様式については、下記ホームページに掲載している。 

組織で探す»健康福祉部»健康長寿推進課（健康づくりプロジェクト推進室）»事業指導担当»介護

保険事業者指定更新申請について 

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/jigyousido/kousinsinnsei.html 

 

（３）提出先 

   事業所が所在する各総合支庁福祉担当課（郵送可） 

 

（４） その他留意事項 

① 受付期間経過後、有効期間の満了日までであれば当該申請を受付けることは可能

だが、審査には一定の期間が必要となるため、必ず期限を守ること。 

なお、有効期間の満了日までに指定の更新の申請を行わなかった場合、当該事業

所は満了日の翌日以降介護保険法上の指定事業所ではなくなり、当該サービスを行

うことはできなくなる。 

② 人員基準欠如減算中の事業所及び休止中の事業所は、指定の更新を受けることが

できない。 

③ 更新申請書を提出した後、届出内容の変更等があった場合には、通常の手続きに

より変更届出書を提出すること。 
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６ 基準・報酬の取扱いについて 

 
特定事業所加算（居宅介護支援）の新たな要件について 

厚生労働大臣が定める基準第８４号の（１１）「介護支援専門員実務研修における科

目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保してい

ること」については、平成２８年度の介護支援専門員実務研修受講試験の合格発表の

日から適用するとされているが、詳細に関しては以下のとおりである。 

①合格発表日については、平成２８年１１月２２日を予定している。よって、平成２

８年１０月１５日までに、体制等状況一覧表による届出が必要となるので留意する

こと。（「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成２７年４月１日）」問 185

を参照） 

②原則として、当該実習の受入に関する「実務研修実習受入協力事業所登録申請書」

を県と取り交わすこと。（結果的に実習生を受け入れなかった場合でも、協力体制を

整備したとの理由から、加算の要件は満たすものとする。） 

③何らかの理由により、当該実習の受入が困難である場合は、以下の取組（「平成２７

年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成２７年４月１日）」問 186を参照）への協力

又は協力体制を確保していることについて、書面により提示できるようにしておく

こと。 

 ・地域の主任介護支援専門員が同行して指導・支援を行う研修（地域同行型実地研

修） 

 ・市町村が実施するケアプラン点検への主任介護支援専門員の同行 

 ・その他人材育成に関する取組 
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７ 介護サービス事業所における事故報告及びインフルエンザ等への対応について 

 
（１）事故報告について 

山形県基準条例においては、介護サービス事業所において事故が発生した場合は市

町村、利用者の家族、居宅介護支援事業所等への報告に加え、県に対する報告につい

ても義務付けている。 

事故が発生した場合については、平成２１年１０月３０日付け長第５６１号長寿社

会課長通知「介護サービス事業所における事故報告について（通知）」（Ｐ５６）によ

り対応すること。 

 

（２）インフルエンザ等の感染症について 

 平成２５年１月に入所施設を対象に実施した「インフルエンザ施設内感染対策に関

する調査」の検証の結果、一部改善を要する事項が見られたため、平成２５年１月２

５日付け保薬第１５８０号山形県健康福祉部長通知「インフルエンザ施設内感染対策

に関する調査結果を踏まえたまん延防止対策の徹底について」により感染対策を講じ

ること。対策にあたっては、「インフルエンザ施設内感染予防の手引き」（平成２４年

１１月改訂版）を参考にすること。 

感染症の予防については随時通知が発出されるので、それにより感染予防の徹底を

図ること。また、事業所内で集団発生した場合には、平成１９年度集団指導資料（Ｐ.

３８）の報告基準により所管の保健所、市町村に速やかに報告すること。 

 

「インフルエンザ施設内感染対策に関する調査結果を踏まえたまん延防止対策の徹底につ

いて（平成２５年１月２５日保薬第１５８０号山形県健康福祉部長通知）」（抜粋） 

１ 施設内で患者が発生した場合の対応マニュアルを作成、または再点検することにより、施設内の

感染症対策を徹底すること 
２ 外部からの面会者等へは健康確認を徹底し、ポスター掲示等で咳・発熱等症状のある方の面会の

制限、面会者用のマスクや消毒液の配置などの対策を講じること 
３ 患者発生時には、速やかに職員の応援体制を組む、病状観察を強化するなど、見守り体制を徹底

すること 
４ 患者発生時には、食事やレクリエーション等の集団活動を可能な限り控えることにより、集団感

染を防止すること 
５ 有症状者の個室療養等、まん延防止対策を徹底すること 

 
（平成１９年度集団指導資料（P.３８）抜粋） 
  社会福祉施設等において、集団感染や感染症が原因となった死亡事案などが発生している。各施設

等においては、次の点に留意し、予防対策及び万が一発生した場合における適切な対応を図ること。 

（１）感染症・食中毒発生時の報告について 

関係通知 
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「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」 
H17.2.22 付け健・社援発第 0222002 号、薬食・雇児・老発第 0222001 号 
H17.2.25 付け長第 1126 号 

① 報告対象事案 
ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者が１

週間に２名以上発生した場合 
イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が１０名以上又は全利用者の

半数以上発生した場合 
ウ 上記ア・イに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、

特に施設長が報告を必要と認めた場合 
※ 患者人員は同一敷地内の全ての施設を合計して算定する。 

② 報告先 
ア 市町村社会福祉施設等担当課 
イ 所管の保健所（県） 

（２）その他の個別報告事項 

① インフルエンザ様疾患の集団発生に係る報告について 

   関係通知等：H19.11.29付け長第 947号 ※毎年流行シーズン前に通知している。 

   報告対象 ：（１）①のア、イに該当する場合 

   報告先  ：所管の保健所（県） 

報告様式 ：県のホームページに掲載 

② ノロウイルス等による消化器感染症の発生に係る報告 

   関係通知等：Ｈ19.10～12 にかけ県保健所が感染症予防研修会開催時に依頼 

   報告対象 ：（１）①のア、イに該当する場合 

   報告先  ：所管の保健所（県）、市町村社会福祉施設等担当課 
報告様式 ：・保健所に対する報告様式は研修会にて配布。（発生時に備え入手しておくこと） 

・ 終息時まで健康調査票を継続して報告すること。 
③ その他 

随時、食中毒、食物汚染、レジオネラ菌感染症等の発生を受け注意喚起通知を発出している。報

告対象事案に該当する規模の発生が確認された場合は、これらの通知又は関係通知に準じて速やか

に報告すること。 
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長  第  ５ ６ １  号  

平成２１年１０月３０日 

 

各介護サービス事業所管理責任者 殿 

 

山形県健康福祉部長寿社会課長   

( 公 印 省 略 ) 

 

介護サービス事業所における事故報告について(通知) 

 

介護保険サービスの適正な実施につきましては、日頃より格別の御尽力を賜り、厚

くお礼申し上げます。 

さて、サービスの提供中に事故が発生した場合は、平成１９年度介護保険施設等集

団指導資料Ｐ３４～Ｐ４０において、市町村に提出した事故報告書の写しを所管の総

合支庁に対しても提出するようお願いしているところですが、このたび９月１日施行

の消費者安全法（平成２１年法律第５０号）において、消費（役務）安全性が欠くこ

とにより生じた重大な消費者事故等が発生した旨の情報を得た地方公共団体は、直ち

に消費者庁にその旨を通知することが義務付けられました。 

つきましては、本県における介護サービス事故の定義を別紙１のとおりまとめまし

たので、今後、死亡等の重大事故等が発生した場合は、下記のとおり事故発生の当日

(夜間や休日の場合は翌日)に事故概要の第一報を電話又はファックス（指定様式）に

より、所管の総合支庁福祉担当課に連絡されるよう御対応のほどよろしくお願い申し

上げます。 

 

記 

１ 事故発生当日に報告を要する重大事故 ※別紙１のⅠ－(1)～(5)に該当する事故 

（１） 死亡、重篤状態 

〇  事故発生原因の如何は問わない。(利用者自身の転倒による死亡等事故を含む) 

〇  窒息による死亡等事故を含む。 

〇  送迎中の事故により第三者が死亡、重篤状態となった場合も含む 

〇  原因が単なる病気によるものは報告不要。ただし、後日、利用者家族等と 

のトラブルが発生する恐れのあるものについては、報告を要す。 

（２） 一定程度の後遺障害、一酸化炭素中毒 （事故発生原因の如何は問わない） 

（３） 利用者の行方不明 

（４） 火災の発生 

（５） 自然災害(地震、風水害等)による建物、施設の損壊（損壊程度は問わない） 

 

※ (1)・(2)・(4)のうち、消費（役務）安全性を欠くことにより生じたものについては、

消費者庁に報告します。ほか、別紙１のⅡ－(1)（うち治療期間30 日以上の負傷・疾病

に限る）及びⅡ－(2)の事故のうち、消費（役務）安全性を欠くことにより生じたもの

についても、事故発生報告書の提出があった時点で消費者庁に報告します。 

※ (3)・(5)については、消費者庁への報告は求められておりませんが、その状況によって

は社会に与える影響が極めて大きいものがあることが想定されることや、事故の再発防

止はもとより、その原因によっては、現在提供されているサービス内容の大幅な見直し

等を早急に講じる必要や他の類似サービス提供事業者へ速やかな対策を求めるような

ケース等も考えられますので、県（総合支庁）への報告を求めることとします。 

H27.5.18   報告対象サービスを追加 
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２  報告方法 ※報告方法の詳細は、別紙２のとおり 

（１） 所管の総合支庁福祉担当課へ電話又はＦＡＸ（指定様式）で次の①～⑥の事

項について、報告してください。（現時点では不明な項目があっても、その旨

報告し、その後確定した時点で順次追加報告を行ってください。） 

また、ＦＡＸで報告の場合は、ＦＡＸ送信の旨必ず電話連絡をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） （１）の第一報後は、集団指導において通知した手順に従い、市町村に提

出した「事故報告書」（独自様式可）を各総合支庁へ報告してください。 

 

３ 報告先 

村山総合支庁福祉担当課（ＦＡＸ 023-622-0191 ＴＥＬ 023-627-1146） 

最上総合支庁福祉担当課（ＦＡＸ 0233-23-7635 ＴＥＬ 0233-29-1276） 

置賜総合支庁福祉担当課（ＦＡＸ 0238-24-8155 ＴＥＬ 0238-26-6029） 

庄内総合支庁福祉担当課（ＦＡＸ 0235-66-4053 ＴＥＬ 0235-66-5460） 

 

４ 報告期日 

（１） 原則、事故発生当日とする。ただし、夜間又は休日においては、翌日等の開

庁日とします。 ※この場合の連絡先は、上記３｢報告先｣に記載のとおり 

 

（２） 年末年始、ゴールデンウィーク等の長期間の閉庁日期間内に、重大事故が発

生した場合は、各総合支庁の警備員室等に電話連絡してください。 

※「長期間の閉庁日期間」について、別途総合支庁より指示された場合は、その指示に従ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

※注  村山総合支庁については警備会社（（株）セコム）に電話が繋がります。 

「村山総合支庁福祉担当課に重大事故の発生について連絡したい」旨を最初に

伝えてください。 

 

５ 報告対象サービス 

(１)地域密着型サービス（介護予防支援事業所）を除く介護保険３施設、居宅 

サービス、居宅介護支援 

（２）通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に行う指定通所介護等以外

のサービス（宿泊サービス） 

（長期閉庁期間の連絡先）※電話で事業所名、連絡先、事故の概要を伝えてください。 

総合支庁福祉担当課担当者より折り返し、連絡します。 

村山総合支庁 （警備会社） ＴＥＬ ０２３－６４４－３０４０ ※注 

最上総合支庁総合案内（警備員室） ＴＥＬ ０２３３－２２－１１１１ 

置賜総合支庁総合案内（警備員室） ＴＥＬ ０２３８－２６－６０００ 

庄内総合支庁総合案内（警備員室） ＴＥＬ ０２３５－６６－２１１１ 

【報告事項】※電話又はＦＡＸ（ＦＡＸの後は、ＦＡＸ送信の旨電話連絡をお願いします。） 

①サービス名・事業所名 

②報告担当者名・電話番号 

③事故発生日時・場所 

④事故の概要（利用者等の氏名、性別、年齢、要介護（支援）度を含む。） 

⑤事故原因特定事項（商品名や型番）※飲食物や物品等が原因である事故に限る。 

⑥被害の状況 ※被害が生じた場合に限る。 
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（３）有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、サービス付き高齢者

向け住宅 

※市町村又は所管の総合支庁福祉担当課より、地域密着型サービスにおいても県（総合支

庁）に報告するよう別途指示があった場合は、その指示に従ってください。 

※サービス付き高齢者向け住宅で建物被害が生じた場合は、総合支庁福祉担当課のほか、

総合支庁建築課にも報告してください。 

   村山総合支庁建築課（ＦＡＸ 023-634-9204  ＴＥＬ 023-621-8287） 

最上総合支庁建築課（ＦＡＸ 0233-23-1164  ＴＥＬ 0233-29-1419） 

置賜総合支庁建築課（ＦＡＸ 0238-24-7994  ＴＥＬ 0238-26-6090） 

庄内総合支庁建築課（ＦＡＸ 0235-66-3898  ＴＥＬ 0235-66-5639） 

 

６ その他 

（１）「１  事故発生当日に報告を要する重大事故」に該当しない事故については、

従来どおりの手順で対応してください。※詳細：別紙２のとおり 

ただし、医療上の治療を受けた事故等（別紙１のⅡ、別紙２のⅡに該当する事

故）について、報告期限を事故発生の日から 1 週間以内としますので、遅滞な

く各総合支庁福祉担当課へ報告してください。 

 

（２）感染症、食中毒については、従来どおり保健所及び市町村に報告してください。 

※所管の総合支庁福祉担当課より、感染症・食中毒発生についても県（総合支庁

福祉担当課）へ報告するよう別途指示があった場合は、その指示に従ってくだ

さい。 

 

山形県健康福祉部健康長寿推進課 
          介護事業担当 
ＴＥＬ ０２３－６３０－２２７３ 
ＦＡＸ ０２３－６３０－２２７１ 
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H21.10.30 山形県長寿社会課（H25.4.1～健康長寿推進課） 

 

 

                            （別紙１） 

   介護介護介護介護サービスサービスサービスサービスにおけるにおけるにおけるにおける事故事故事故事故のののの定義定義定義定義についてについてについてについて                             
 

左記以外の事故 ⅠⅠⅠⅠ    重大事故重大事故重大事故重大事故    

    

※※※※事故発生原因事故発生原因事故発生原因事故発生原因のののの如何如何如何如何にににに関関関関わらずわらずわらずわらず、、、、

事故発生当日事故発生当日事故発生当日事故発生当日にににに報告報告報告報告がががが必要必要必要必要 

ⅡⅡⅡⅡ    事故発生原因事故発生原因事故発生原因事故発生原因のののの如何如何如何如何にににに関関関関わらずわらずわらずわらず、、、、速速速速やかにやかにやかにやかに事故事故事故事故

報告報告報告報告のののの提出提出提出提出がががが必要必要必要必要なななな事故事故事故事故    

（事故当日の報告でなくて可であるが、事故発生事故発生事故発生事故発生

後後後後、、、、１１１１週間以内週間以内週間以内週間以内に報告すること） 

Ⅲ  事 故

報 告 が 不

要な事故 

ⅠⅠⅠⅠ－－－－(1)(1)(1)(1)    死亡死亡死亡死亡、、、、重篤状態重篤状態重篤状態重篤状態    

※ 窒息事故によるもの含む。 

※ 送迎中の事故により第三者が

死亡、重篤状態となった場合も

含む 

※ 原因が単なる病気によるもの

は報告不要。（ただし、後日、

利用者家族等とのトラブルが

発生する恐れのあるものにつ

いては、報告を要す。） 

 

ⅠⅠⅠⅠ－－－－(2)(2)(2)(2)    一定程度一定程度一定程度一定程度のののの後遺障害後遺障害後遺障害後遺障害、、、、一酸化一酸化一酸化一酸化

炭素中毒炭素中毒炭素中毒炭素中毒    

 

ⅠⅠⅠⅠ－－－－(3) (3) (3) (3) 利用者利用者利用者利用者のののの行方不明行方不明行方不明行方不明    

 

ⅠⅠⅠⅠ－－－－(4) (4) (4) (4) 火災火災火災火災のののの発生発生発生発生    

 

ⅠⅠⅠⅠ－－－－(5)(5)(5)(5)    自然災害自然災害自然災害自然災害((((地震地震地震地震、、、、風水害等風水害等風水害等風水害等))))

によるによるによるによる建物建物建物建物、、、、施設施設施設施設のののの損壊損壊損壊損壊    

※ 損壊程度は問わない。 

 

ⅡⅡⅡⅡ－－－－(1)(1)(1)(1)        ⅠⅠⅠⅠ----(1)(1)(1)(1)以外以外以外以外でででで、、、、医療上医療上医療上医療上のののの治療治療治療治療（（（（施設内施設内施設内施設内のののの

医師含医師含医師含医師含むむむむ））））をををを受受受受けたけたけたけた場合場合場合場合    

※ 利用者自身の転倒による怪我等も含む。 

※ 送迎中の事故により、第三者が負傷した場合も

含む。 

※ 軽微な擦り傷・打撲は除くが、利用者やその家

族から苦情が寄せられた場合は報告要。 

 

ⅡⅡⅡⅡ－－－－(2)(2)(2)(2)    以下以下以下以下のいずれかののいずれかののいずれかののいずれかの事態事態事態事態にににに該当該当該当該当しししし、、、、かつかつかつかつⅠⅠⅠⅠ－－－－

(1)(1)(1)(1)のののの被害被害被害被害をををを発生発生発生発生させるさせるさせるさせる恐恐恐恐れがあるれがあるれがあるれがある場合場合場合場合        

〇物品等（飲食物以外）の重要な部分に破損・故障・

汚染・変質等の劣化が生じた事態  

〇飲食物に毒物・劇物等が含有・付着した事態 

〇窒息その他生命・身体に著しい危険が生じた事態  

 

ⅡⅡⅡⅡ－－－－(3)(3)(3)(3)    第三者第三者第三者第三者によるによるによるによる建物損傷建物損傷建物損傷建物損傷        

 

ⅡⅡⅡⅡ－－－－(4)(4)(4)(4)    施設内施設内施設内施設内でのでのでのでの盗難盗難盗難盗難        

 

ⅡⅡⅡⅡ－－－－(5)(5)(5)(5)    訪問系訪問系訪問系訪問系サービスサービスサービスサービスにおけるにおけるにおけるにおける利用者宅利用者宅利用者宅利用者宅でのでのでのでの物物物物

損事故等損事故等損事故等損事故等    

※利用者やその家族から苦情が寄せられた場合に

限る。 

〇 単 な る

病 気 に よ

る 死 亡 や

重篤状態 

 

〇 医 療 上

の 治 療 を

受 け な か

った怪我 

 

 

 

（以下、各総合支庁の対応） 

総合支庁⇒健康長寿推進課へ報告 

◆Ⅰ－(1)～(5)すべて報告。 

    

（以下、各総合支庁の対応）  

総合支庁⇒健康長寿推進課へ下記の事故のみ報告  

◆ Ⅱ－(1)（うち、消費安全性を欠くことにより生

じた治療期間30日以上の負傷等に限る。） 

◆ Ⅱ－(2)の事故（窒息事故等については、消費安全

性を欠くことにより生じた事故に限る。） 

 

健康長寿推進課⇒消費者庁等へ報告 

◇総合支庁から報告を受けたⅠ－(1)、

(2)、(4)のうち、消費(役務)安全性を

欠くことにより生じたものに限り報

告。 

健康長寿推進課⇒消費者庁等へ報告 

◇ 総合支庁からの報告を受け、消費者庁へ報告 
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②Ⅰ(１)～（5）の重大事故 

事故発生当日（夜間・休日等は翌日等の開

庁日）に次の項目について、電話又はＦＡ

Ｘで第一報を行う。 

・サービス名、事業所名 

・事故報告担当者名、電話番号 

・事故発生日時、場所 

・事故の概要（利用者名、性別、年齢、要介

護・支援度含む） 

・事故原因特定事項（商品名や型番） 

※飲食物や物品等が原因である事故に限る。 

・被害の状況 ※被害が生じた場合に限る。 

③第１報後、速やかに「事故報告書」を提出

（事故処理報告欄については、後日でも可） 

 

①各サービスの運営基

準「事故発生時の対応」

に基づき対応する。 

A Ⅱ（1）～(5)の

事故  

事故発生後１週間

以内に「事故報告

書」を提出する。 

④Ⅰ(1)～(5)の事故について、第１報を受けた時点で、

メール又はＦＡＸで報告する。その後、電話でメール

又はＦＡＸ送信した旨を連絡する。報告内容は、②に

記載されている項目全てとする。（ＦＡＸで事業者か

ら報告を受けた場合、写しで可） 
その後、「事故報告書」を受理した際も写しを

送付する。 

 

                                  (別紙２) 

事故発生事故発生事故発生事故発生フローフローフローフロー図図図図（（（（感染症感染症感染症感染症・・・・食中毒食中毒食中毒食中毒・・・・新型新型新型新型インフルエンザインフルエンザインフルエンザインフルエンザをををを除除除除くくくく。）。）。）。）    

               

施設施設施設施設・・・・事業所事業所事業所事業所    ※※※※「「「「事故事故事故事故のののの定義定義定義定義」」」」詳細詳細詳細詳細についてはについてはについてはについては、、、、別紙別紙別紙別紙１１１１をををを必必必必ずずずず確認確認確認確認してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。    

 
 

 
 

 

 
 

 
 

                                      
 
        

             

  

 
 

 

     
  

 
 

 
 

 
       ④連絡 
        

 
 

  

 
 

 
 

                 
 
   

 
 

 
 

  

                                                 

ⅠⅠⅠⅠ    重大事故重大事故重大事故重大事故発生発生発生発生        

※※※※事故発生当日報告要事故発生当日報告要事故発生当日報告要事故発生当日報告要    

(1) 死亡、重篤状態 

(2) 一定程度の後遺障害、一酸化炭

素中毒  

(3) 行方不明 

(4) 火災 

(5) 自然災害による建物等損壊 

ⅡⅡⅡⅡ    左記以外左記以外左記以外左記以外のののの事故事故事故事故でででで、、、、事故報告書事故報告書事故報告書事故報告書のののの提出提出提出提出

がががが必要必要必要必要なななな事故事故事故事故    ※※※※事故発生後事故発生後事故発生後事故発生後１１１１週間以内週間以内週間以内週間以内にににに

報告要報告要報告要報告要            

(1) 医療上の治療を受けた場合  

(2) 物品破損、飲食物への毒物、窒息事故によ

り死亡等の発生の恐れがある場合 

(3) 第三者による建物損傷 

(4) 施設内での盗難  

(5) 訪問系サービスにおける利用者宅での物

損事故等  

所管所管所管所管のののの総合支庁福祉担当課総合支庁福祉担当課総合支庁福祉担当課総合支庁福祉担当課    

・利用者利用者利用者利用者のののの家族家族家族家族    

・利用者居住利用者居住利用者居住利用者居住のののの市町村市町村市町村市町村 
 （建物、施設の損壊等、

特定の利用者がいない

事故は、事業所が所在

する市町村） 

・居宅介護支援事業所居宅介護支援事業所居宅介護支援事業所居宅介護支援事業所 
(居宅サービスのみ) 

健康長寿推健康長寿推健康長寿推健康長寿推進進進進課課課課（（（（事業指導担当事業指導担当事業指導担当事業指導担当    TEL02TEL02TEL02TEL023333----630630630630----3359335933593359））））※施設系サービスの建物

損壊、火災事故については、事業指導担当から施設法人指導担当へ情報提供 

Ｂ Ⅱ(1)（治療期間30日以上

の負傷等に限る）及びⅡ(2)の

事故で、かつ消費安全性を欠

くことにより生じた事故は

健康長寿推進課へ報告  

・ 消費者庁消費者庁消費者庁消費者庁    

・ 厚生労働省厚生労働省厚生労働省厚生労働省老健局総務課老健局総務課老健局総務課老健局総務課    

・ 健康福祉部危機管理員健康福祉部危機管理員健康福祉部危機管理員健康福祉部危機管理員（（（（危機管理調整員危機管理調整員危機管理調整員危機管理調整員））））    

・ 危機管理監危機管理監危機管理監危機管理監（（（（危機管理危機管理危機管理危機管理課課課課））））    

各総合支庁各総合支庁各総合支庁各総合支庁    

危機管理員危機管理員危機管理員危機管理員（（（（危危危危

機管理調整員機管理調整員機管理調整員機管理調整員））））    

⑤Ⅰ(1)、(2)、(4) のうち消費安全性を

欠くことにより生じた事故の場合は、

消費者庁等に報告  

事故報告事故報告事故報告事故報告がががが

不要不要不要不要なななな事故事故事故事故    

〇単なる病気

による死亡や

重篤状態 

〇医療上の治

療を受けなか

った怪我 

 

⑤総合支庁危機管理員から危機管理監へ 

C B により報告があった事故

について消費者庁等に報告  

※ 組織改変により、所属名称等一部変更 
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ＦＡＸ      重大事故報告用  
※ 報告する総合支庁に☑チェックし、ＦＡＸ送信後、ＦＡＸ送信の旨電話連絡をお願いします。 

□ 村山総合支庁 福祉担当課 （ＦＡＸ 023-622-0191  ＴＥＬ 023-627-1146）  

□ 最上総合支庁 福祉担当課 （ＦＡＸ 0233-23-7635  ＴＥＬ 0233-29-1275）  

□ 置賜総合支庁 福祉担当課 （ＦＡＸ 0238-24-8155  ＴＥＬ 0238-26-6029）  

□ 庄内総合支庁 福祉担当課 （ＦＡＸ 0235-66-4053  ＴＥＬ 0235-66-5460）  

 

下記のとおり、重大事故が発生したので、報告します。    

       報告（作成）日時   平成   年   月   日（   ）  午前・午後    時    分 

① サービス名  

事業所名  

② 
報告担当者名 

役職（             ）  

氏名 （                          ）  

連絡先電話番号  

③ 事故発生日時 

 

平成    年    月    日（   ） 

午前・午後     時    分（頃） 

事故発生の場所  

④ 事故の概要 

※従業員・第三者の怪我
等の場合は、利用者等の
氏名欄にその旨分かる
ように記載してくださ
い。（従業員 〇〇等） 
 
※ 特定の利用者がいな
い場合は、氏名欄等の記
載は不要です。 

利用者等の氏名 （                 ）  性別 （ 男 ・ 女 ） 

年齢 （       才）  要介護 （     ）又は要支援 （     ） 

《事故の概要》 

 

 

 

 

 

 

⑤ 事故原因特定事項（商

品名や型番） 
※飲食物や物品等が原

因である事故に限る。 

 

⑥ 被害の状況  
※被害が生じた場合に

限る。 

 

 

 

※第一報後、数日内に速やかに「事故報告書」を所管の総合支庁に送付してください。 

※上記①～⑥の内容が含まれていれば、この様式以外のＦＡＸ送信票を使用しても構いません。 
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【参考様式】

（山　形　県　知　事）　　殿 報告（作成）日時　　平成　　　年　　月　　日（　　）

（　市　町　村　長　）　　殿 午前・午後　　　　時　　　　分

施設・事業所の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

印
（報告責任者　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　）

報告区分 　１　事故発生報告　　　　　２　事故処理報告

事故発生日時 　平成　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

　１　　入所者 死亡

　　　　利用者 負傷

　２　建物・施設の損傷等

　３　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

サービスの種類

※負傷等の場合は、治療期間も記載すること

事故の原因

氏　　名 　　　　年　　月　　日  

生年月日　　　　年　　月　　日  被保険者番号

 入所前の住所 要介護　　・要支援

氏　　名

１　利用者（入所者、入院患者）の家族への連絡　（いずれかに○）

　平成　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

(利用者との関係)

２　居宅介護支援事業者に対する連絡（居宅ｻｰﾋﾞｽのみ）（いずれかに○）

　平成　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

事故直後に
取った対応状
況
（事故後の対
応・経過・結
果・再発防止
策
※後日報告
可）

　有 ・ 無　
（有りの場合、その内容）

費用負担等

※利用者が入院した場合の費用負担の方法、保険適用等について記載すること。

事故の内容

事故の区分
(該当番号に
○)

入所
者
また
は
利用

上記以外

入所年月日

事故の相手方

住　　所

（それぞれ、いずれかに○）の

利用者・家族
からの苦情等

済　・　未

済　・　未

連絡日時

事故直後の対応

相 手 方

連絡日時

相 手 方
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事故報告留意事項 

【事故報告書記入上の留意事項】 

 

１ 施設・事業所において介護サービス（送迎を含む）の提供中に、事故が発生した場合

は、速やかに報告をすること。 

２ この様式は事故発生報告と事故処理報告の兼用となるので、事故発生報告は事故発生

後速やかに、事故処理報告は事故の対応終了後にそれぞれ提出すること。ただし、軽微

なものについては、事故発生報告と事故処理報告とを併せた報告でかまいません。 

 ※ ６(1)④の感染症及び集団食中毒については、発生後速やかに事故発生報告を提出すること。 

３ 事故発生報告では、事故発生日時、区分、内容、原因、事故後に施設・事業者が取っ

た措置（利用者、家族への対応、関係機関への報告など）を簡潔に記入すること。また、

事故処理に長期間要するような場合は、事故後の対応方針も記入すること。 

４ 事故処理報告では、事故後の相手方への対応、経過、結果及び事故の再発防止策につ

いて記入すること。 

５ 事故直後の対応状況及び事故後の対応・経過・結果について、様式に記入できない場

合は別紙（自由書式）とすること。なお、他に参考資料があれば、添付すること。 

６ 報告を要する事故 

(1) 「１ 入所者・利用者の死亡・負傷等」 

① 事故発生原因の如何にかかわらず、介護サービス提供中に利用者が死亡、又は負

傷し医療上の治療を受けた場合（ただし、軽微な擦り傷、・打撲などは除く。） 

② 軽微な怪我であっても、施設・事業者の対応・措置に対して、利用者やその家族

から苦情が寄せられた場合 

③ 利用者の行方不明事故、薬剤等の誤飲事故、利用者自身の転倒による怪我、利用

者同士の喧嘩などによる怪我 

④ 結核、ＭＲＳＡ、インフルエンザなどの感染症及び集団食中毒が発生した場合 

※ 報告を要する感染症は、「感染症の予防及び感染症の患者の医療に関する法律」に規定

する１類感染症から５類感染症及び「結核予防法」の結核とする。 

(2) 「２ 建物・施設の損傷」 

① 火災が発生した場合 

② 自然災害（地震、風水害等）により、建物・施設が損傷を受けた場合 

③ 第三者により、建物が損傷を受けた場合 

(3) 「３ その他」 

① 送迎中の事故など、利用者に怪我はないが、相手方に怪我をさせた場合 

② 施設内での盗難、訪問系サービスにおける利用者宅での物損事故等において、利

用者やその家族から苦情が寄せられた場合 

③ その他 

７ 「事故直後に取った対応状況」欄の記入 

事故発生報告時に事故直後の対応状況について記入し、事故処理報告時には事故後の

対応・経過・結果・再発防止策を記入すること。 
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８ 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく特定接種の登録申請について 

 
（１）概要 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下、「特別措置法」）に基づく特定接種とは、

新型インフルエンザ等が発生した場合に、医療の提供又は国民生活・国民経済の安定に寄

与する業務を行う事業者の従業員に対して行う予防接種である。 

  特別措置法に基づき、介護事業の事業者も特定接種対象事業者として、事業者からの申

請により登録を行うことが可能である。 

 

（２）登録対象事業 

  サービスの停止等により要介護度３以上の利用者の生命維持に重大かつ緊急の影響が

出る入所施設又は訪問事業所において介護・福祉事業を営む事業者を対象とするという考

え方に基づき、具体的には、 

①指定居宅サービス事業のうち、「訪問介護」「訪問入浴介護」「特定施設入居者生活介護」

②指定地域密着型サービス事業のうち、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」「夜間対応

型訪問介護」、「認知症対応型共同生活介護」、「地域密着型特定施設入居者生活介護」、「地

域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護」 

③介護老人保健施設 

④特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、有料老人ホーム 

となる。 

 

（３）登録要件 

  ２の登録対象事業を行う事業者であって、業務継続計画（BCP）を作成している事業者 

※業務継続計画の作成例（モデル）は厚生労働省のホームページに掲載されている。 

 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108629.html 

 

（４）登録方法 

  登録を希望する事業者が各自インターネット回線を通じ、厚生労働省の「特定接種管理

システム」で必要事項（事業者名称、所在地、従業員数、業務継続計画の作成の有無など）

を登録申請する。 

 

（５）登録開始日時や登録期限 

 現時点で未定（平成 28年度中になる見込み）。厚生労働省からスケジュールが示され次

第、県のホームページに詳細を掲載する。 

 

（６）留意事項 

  新型インフルエンザが発生した場合、特定接種の接種順位は①医療分野、②新型インフ

ルエンザ等対策の実施に携わる公務員、③国民生活・国民経済安定分野の順となる。 

介護事業者は「③国民生活・国民経済安定分野」に該当するが、他に医薬品卸売業・製

造業、ガス業、電気業、廃棄物処理業等の様々な業種が含まれており、実際に新型インフ

ルエンザが発生した場合、政府対策本部で接種対象者や接種順位、配付ワクチン数等が決

定されることになるため、登録されたことをもって特定接種を受けられることが約束され

たわけではない。  
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９ 介護サービス情報の公表制度について 

 

１ 介護サービス情報の公表の趣旨 

（１）この制度は、介護保険事業者が実際に提供しているサービスの状況などを県（情報

公表センター）に報告し、その内容を専用のシステムによりＷＥＢ上で公表するもの

です。公表される情報により、利用者やその家族、ケアマネジャーなどが事業所の現

況を比較検討し、その中から利用者（自分）に合った事業所を適切に選択することが

できるよう支援することが本制度の目的です。 

介護保険法第115 条の35（介護サービス情報の報告及び公表）における規定の概要 

１ 介護サービス事業者は、都道府県知事に厚生労働省令で定める情報（※）を報告しなけ

ればならない。 

２ 都道府県知事は、当該報告を受理した後、その内容を公表しなければならない。 

（２）事業者が知事に報告し、公表する情報は、基本情報と運営情報があります。基本情

報は、職員の体制、サービス提供時間など基本的な事実情報で、運営情報は、介護サ

ービスに関するマニュアルの有無、サービス提供内容の記録の有無など介護サービス

に関する具体的な取組みの情報です 

 

２ 公表の対象となる事業所 

（１）公表の対象となるサービス 

◇訪問介護 ◇介護予防訪問介護※１ ◇訪問入浴介護 ◇介護予防訪問入浴介護 ◇訪問看護  

◇介護予防訪問看護 ◇訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ ◇介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ ◇通所介護 ◇地域密着型通

所介護（療養通所介護含む） 

◇介護予防通所介護※１ ◇認知症対応型通所介護 ◇介護予防認知症対応型通所介護 ◇通所ﾘﾊﾋﾞﾘ

ﾃｰｼｮﾝ ◇介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ ◇居宅介護支援 ◇介護老人福祉施設 ◇短期入所生活介護  

◇介護予防短期入所生活介護 ◇介護療養型医療施設（定員８人以下を除く） ◇短期入所療養介護※

２  

◇介護予防短期入所療養介護※１ ◇介護老人保健施設 ◇特定施設入居者生活介護※３  

◇介護予防特定施設入居者生活介護※３ ◇福祉用具貸与 ◇介護予防福祉用具貸与 ◇特定福祉用具

販売 ◇特定介護予防福祉用具販売 ◇定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ◇夜間対応型訪問介護   

◇小規模多機能型居宅介護 ◇介護予防小規模多機能型居宅介護 ◇認知症対応型共同生活介護 

◇介護予防認知症対応型共同生活介護 ◇地域密着型特定施設入居者生活介護※３ 

◇地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ◇複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 

※１ 法改正によりH27.4.1から地域支援事業に移行しますが、改正後、最長で３年間は保険給付の対象となり

ます。 

※２ 療養病床以外の病床を有する診療所が行うものについては、公表の対象となりません。 

※３ 有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅を含む）、軽費老人ホームに限ります。 

● 居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導、特定施設入居者生活介護（養護老人ホームに限

る）、介護予防支援については、公表の対象ではありません。 

（２）公表の対象となる事業所の要件 

上記（１）に掲げるサービスで、次のいずれかに該当する事業所が対象となります。 

① 毎年４月１日（以下「計画の基準日」という。）時点で指定を受けており、前年

度に介護報酬の支払いを受けた額（利用者の１割負担も含む）が100 万円を超える

－64－



事業所 

② 計画の基準日以降に、新たに公表対象サービスの指定を受け、サービスを提供す

る事業所（ただし、２月２日から３月末日までの間に指定を受けた事業所は、当該

年度の公表（報告）の対象とならず、翌年度の新規事業所扱いになります。） 

③ 上記①、②のいずれにも該当しないが、任意で公表することを申し出た事業所 

（３）複数の事業所を運営している場合の取扱い 

① 同一の法人が複数の事業所を運営している場合であっても、指定を受けた事業所

毎に上記（２）の要件を満たすかどうかを判断し、事業所単位で公表します。この

場合、次の３で説明する手数料についても、事業所毎に負担していただきます。 

② ただし、同一の法人が、同一事業所又は同一の施設において、下記の「一体的な

報告の対象となる介護サービス一覧」に掲げる組み合わせの複数の介護サービスを

運営している場合については、いずれかのサービスが上記（２）の要件を満たすか

どうかを判断し、一つでも要件を満たすものについては、その組み合わせ全てのサ

ービスを報告しなければなりません。 

【一体的な報告の対象となる介護サービス一覧】 

①訪問介護＋夜間対応型訪問介護＋介護予防訪問介護  ②訪問入浴介護＋介護予防訪問入浴介護 

③訪問看護＋介護予防訪問看護＋療養通所介護 ④訪問リハビリテーション＋介護予防訪問リハビリテー

ション 

⑤福祉用具貸与+介護予防福祉用具貸与＋特定福祉用具販売＋特定介護予防福祉用具販売 

⑥通所介護＋地域密着型通所介護＋介護予防通所介護＋認知症対応型通所介護＋介護予防認知症対

応型通所介護 

⑦通所リハビリテーション＋療養通所介護＋介護予防通所リハビリテーション 

⑧特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）＋介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホー

ム）＋地域密着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム） ※外部サービス利用型含む 

⑨特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）＋介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホー

ム）＋地域密着型特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム） ※外部サービス利用型含む 

⑩特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者向け住宅）＋介護予防特定施設入居者生活介護（サ

ービス付き高齢者向け住宅）＋地域密着型特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者向け住

宅） ※外部サービス利用型含む 

⑪介護老人福祉施設＋地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護＋短期入所生活介護＋介護予防

短期入所生活介護 

⑫介護老人保健施設＋短期入所療養介護（介護老人保健施設）＋介護予防短期入所療養介護（介護老人保

健施設） 

⑬介護療養型医療施設＋短期入所療養介護（介護療養型医療施設）＋介護予防短期入所療養介護（介

護療養型医療施設） 

⑭小規模多機能型居宅介護＋介護予防小規模多機能型居宅介護 

⑮認知症対応型生活共同介護＋介護予防認知症対応型生活共同生活介護 

⑯訪問介護＋定期巡回・随時対応型訪問介護看護＋介護予防訪問介護 

⑰定期巡回・随時対応型訪問介護看護＋夜間対応型訪問介護 

⑱訪問看護＋定期巡回・随時対応型訪問介護看護(一体型に限る)＋介護予防訪問看護 

⑲訪問看護＋複合型サービス＋介護予防訪問看護 

⑳小規模多機能型居宅介護＋看護小規模多機能型居宅介護＋介護予防小規模多機能型居宅介護 
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● 介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、法改正によりH27.4.1から地域支援事業に移行しま

すが、改正後、最長で３年間は保険給付の対象となります。 

 

３ 事業者が負担する費用 

情報を公表するための「公表手数料」をお支払いいただきます。手数料の額は、山形

県手数料条例(平成12 年３月山形県条例第８号)により定められています。 

 

（１）手数料額（消費税非課税） 

区 分 手数料 

公表手数料 ５，５００円 

① 同一法人が、同一所在地において、前述の「一体的な報告の対象となる介護サー

ビス一覧」に掲げる組み合わせで複数の介護サービスを運営している場合の公表手

数料は、組み合わせ１ 件ごとに５，５００円です。 

② 「同一所在地」とは、次のいずれかに該当するものをいいます。 

ア 番地がまったく同じであること。 

イ 番地が異なっていても、隣接又は同一敷地内にあること。（ここでいう「同一

敷地内」とは、公道を挟んで向かい側にある場合も「同一敷地内」とみなします。

なお、事業所との間に他の建物が存在する場合は、近くにあっても「同一敷地内」

とはみなしません。） 

ウ ただし、同一法人が、同一市町村内で、介護老人福祉施設と地域密着型介護老

人福祉施設を密接な連携を確保しつつ運営している場合は、同一地番又は隣接等

の関係になくとも、併せて１件とみなします。 

（２）特別減額措置 

同一法人が同一所在地で次の組み合わせの複数サービスを実施している場合、Ｂの

併設サービスの公表手数料は３，０００円です。 

本体サービス Ａ 併設サービス Ｂ 備  考 

特定施設入居者生活介護 短期入所生活介護 B の利用定員がＡの利

用 

定員の1/6 以下に限る 

介護老人保健施設     〃 

認知症対応型共同生活介

護 

認知症対応型通所介護 ＢはＡの共用型に限る 

 

４ 指定情報公表センター 

指定情報公表センターとは、県に代わって公表などの計画の作成、事業者からの介護

サービス情報（基本情報、運営情報）の報告の受理及び専用システム上での公表などの

事務全体を管理運営する法人として、県が指定した機関です。 

【本制度に関する担当機関一覧】 

◎山形県健康福祉部健康長寿推進課 介護事業担当 

所在地:山形市松波2－8－1 TEL:023－630－2273 FAX:023－630－2271 

◆制度全般に関すること ◆手数料の額に関すること ◆年間計画に関すること 

◆指定情報公表センターに関すること ◆その他（相談、苦情等） 
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山形県ＨＰアドレス

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/001S.html 

※ 上記ページから、事業者向けのページ「介護サービス事業所の方はこちらから」にア

クセスしてください。報告に係る説明、手数料、年間計画などを掲載しています。 

【指定情報公表センター】 

◎特定非営利活動法人エール・フォーユー （指定期間：H27.4.1～H30.3.31） 

所在地：山形市小白川町２－３－31 TEL:023－673－9033 FAX:023－673－9012 

◆報告内容の入力方法や報告の仕方に関すること ◆手数料の納付に関すること 

 

 

５ 制度のしくみ及び手続き 

（１）年間計画の策定 

① 県は、毎年、事業所毎に介護サービス情報の報告行う月など、当該年度の年間計

画（以下「年間計画」という。）を策定し、県のホームページにより公表します。 

② 県は、当該計画に規定される報告について、正当な理由があると認める場合には、

年間計画を変更し又は報告を免除します。 

※ 年間計画は、新規事業所の追加、報告対象事業所の休止・廃止、法人名・事

業所名の変更等の関係で、原則として毎月更新（変更）されます。 

（２）報告の通知及び公表手数料の納付 

① 報告月の前月中に、指定情報公表センターから事業所あてに報告等に関する通知

を行います。 

② 同時に、公表手数料の納付書についても送付します。 

（３）専用のホームページによる公表 

事業所から報告のあった情報について、原則として報告月の翌月に、専用のページ

で公表します。 

【（全国）介護サービス情報の公表専用ホームページアドレス】 

http://www.kaigokensaku.jp/ 

※ 山形県ホームページからもアクセス可能です。  

山形県ホームページ » 組織で探す » 健康福祉部  »  健康長寿推進課（健康づく

りプロジェクト推進室）» 事業指導担当 » 介護サービス情報の公表制度について » 

「介護サービス事業所を検索したい方はこちらから」 をクリック 

 

６ 新たにサービスを提供しようとする新規事業所の手続き等 

（１）報告すべき内容は、基本情報のみとなります。 

（２）報告に関する通知、手数料納付に関する通知については、指定情報公表センターか

ら送付します。 

（３）指定年度において支払いを受けた介護報酬の額が100 万円を超えない場合は、翌年

度の公表等の義務はなく、年間計画には含まれません。この場合、指定年度に報告し

た基本情報項目については、引き続き公表されます。 

（４）既に、当該年度の年間計画に「一体的な報告の対象となる介護サービス一覧」の組

み合わせとなる他のサービスがあり、既に公表済みの場合は、基本情報のみ報告いた

だき、公表手数料を納付いただく必要はありません。（例：訪問介護のみ先に指定を
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受け、公表済みの事業者が、後日介護予防訪問介護の新規指定を受けた場合、基本情

報のみの報告で可。） 

（５）法人名が変更された場合は、指定上の取扱いは「新規」「廃止」となりますが、公

表制度上は、法人名が変更されたとしても、事業内容に変更がない場合は、引き続き

公表の対象事業所として取り扱います。 

 

７ 休止している事業所の手続き等 

計画の基準日現在において事業を休止している事業所は、５月末日までに作成される

年間計画には含まれません。なお、休止事業所の公表に係る基本的な取扱いは、次のと

おりです。 

（１）前年度の介護報酬受領額が100 万円以下の事業所が計画の基準日に休止中の場合、

当該年度中に事業を再開しても、当該年度の報告・公表の対象にはなりません。 

（２）前年度の介護報酬受領額が100 万円を超える事業所（以下「公表の対象事業所」）

が計画の基準日に休止中であり、当該年度中に事業を再開する場合は、当該年度の報

告・公表の対象になります。（ただし、事業の再開の日が２月２日以降の場合は、当

該年度の報告・公表の対象にはなりません。） 

（３）計画の基準日時点で事業を行っている公表の対象事業所が、年間計画に定められる

「情報を報告するべき月」までに休止し、当該年度の２月１日までに事業を再開した

場合は、当該年度の報告・公表の対象になり、２月２日から３月末日までの間に再開

した場合又は当該年度中には再開しない場合は、当該年度の報告・公表の対象にはな

りません。（介護サービス情報を報告（公表）した後に休止する場合は、関係ありま

せん。） 

（４）上記（２）、（３）の場合（計画の基準日に休止しているか、年度中に一度でも休止

した事業所が当該年度の報告（公表）の対象になる場合）は、原則として、計画の最

後（２月か３月）に位置付けた上で、報告を行っていただくことになります。 

 

８ 公表の申し出を行う事業所の手続き 

公表の対象とならない事業所が情報を公表したい場合は、指定情報公表センターに申

し出ていただくことにより、可能とします。この申し出については、随時受け付けます。 

 

９ 報告（公表）内容の変更に係る手続き 

介護サービス情報の公表制度により報告・公表された情報は、原則として、次に情報

が更新される（次回の報告）までその内容は変わりません。 

しかし、変更されたにもかかわらずそのままの情報を掲載し続けることの支障が大き

い項目、例えば事業所名、事業者（法人）名、住所、電話番号、ＦＡＸ番号等について

は、更新される前であっても内容を修正することができます。 

基本情報報告内容変更申出書（県ホームページに様式を掲載）に必要事項を記載の上、

指定情報公表センターに提出してください。 

なお、事業所名、事業者（法人）名、住所については、当該変更申出書を提出しなく

ても、県総合支庁（地域密着型サービスの場合は市町村）に当該項目の変更に係る変更

届出書を提出することで事足りますので、当該変更申出書の提出は不要です。 
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１０ 介護職員等の喀痰吸引等に係る登録制度について 

 

 平成２４年４月１日に施行された社会福祉士及び介護福祉士法（以下「法」という。）

の一部改正により、一定の研修を受けた介護職員等がたんの吸引等を行えることとなると

ともに、各種登録業務が規定された。 

 

１ 改正内容 

 （１）実施可能な行為（以下「特定行為」という。） 

   ①たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部） 

    ※ 口腔内及び鼻腔内については、咽頭の手前までを限度とする。また、気管カニューレにつ

いては、気管カニューレ内部までの気管内吸引を限度とする。 

   ②経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養） 

    ※ 胃ろう・腸ろうの状態確認、経鼻経管栄養のチューブの挿入状態の確認は、医師又は看護

職員が行う。 

    ※「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて(H22.4.1医政発第 0401第 17

号)」（いわゆる１４時間研修）の研修修了者が経管栄養を実施する際には、チューブの接

続及び注入開始については看護職員が行う。 

 

 （２）実施可能な介護職員等の範囲 

   ①介護福祉士 

※平成２８年度の試験合格者で実地研修を修了した者。なお、平成２７年度合格者までは、従

来どおり登録研修機関において修了証の交付を受け、県から認定証の交付を受ければ実施可

能。 

   ②介護福祉士以外の介護職員等 

    ※一定の研修を修了した者を都道府県知事が認定（以下「認定特定行為業務従事者｣という。) 

 

 （３）登録研修機関 

   たんの吸引等の研修を行う機関として都道府県に登録（医師・看護師その他の者を

講師として研修業務に従事できる等の要件あり） 

 

 （４）登録特定行為事業者 

   自らの事業の一環としてたんの吸引等の業務を行う事業者を事業所ごとに都道府県

に登録（医師・看護職員等の医療関係者との連携の確保等の要件あり） 

   【対象となる施設・事業所】 

  ①特別養護老人ホーム ②介護老人保健施設 ③グループホーム ④有料老人ホーム 

  ⑤通所介護 ⑥短期入所生活介護等 ⑦障害者支援施設等 ⑧訪問介護 ⑨特別支援学校  

   ※ 医療機関は対象外 

 

 （５）経過措置 

   平成２４年４月１日施行の際に、（２）の介護職員等が既にたんの吸引等の行為を

適切に行うために必要な知識・技能の修得を終えているものについては、都道府県知
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事はたんの吸引等の課程を修了した者と同等以上の知識技能を有する旨を認定し、「認

定特定行為業務従事者認定証」を交付 

【経過措置対象範囲】※下記通知による研修等により、必要な知識・技能を修得している者 

 ①ALS 患者の在宅療養の支援について（H15.7.17 医政発第 0717001 号）※たんの吸引のみ 

 ②盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取り扱いについて(H16.10.20 医政発第 1020008号) 

 ③在宅における ALS以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取り扱いについて   

 （H17.3.24 医政発第 0324006号) ※たんの吸引のみ 

 ④特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて(H22.4.1 医政発第 0401第 17号) 

  ※口腔内のたんの吸引及び胃ろうによる経管栄養のみ 

 ⑤介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業の実施について（H23.10.6老発 1006第 1号) 

※ ①②③による研修等については「特定の者」に係る研修課程を修了した者とみなす。 

※ ④⑤による研修等については「不特定多数の者」に係る研修課程を修了した者とみなす。 
ただし、いずれも経過措置の研修等により修得した特定行為（部位）に限る。 

 

２ 登録内容 

都道府県知事が登録業務を行うものは次のとおりであり、山形県においては各登録区分に

より手数料（山形県収入証紙による納入）を設定する。 

 申請行為名 内  容 手数料 

① 認定特定行為業務従事者

認定証交付申請（新規） 

 

認定特定行為業務従事者となるのに必要な喀痰

吸引等研修課程を修了した者に対する認定証の

交付（経過措置者も含む） 

※一度認定を受けた後の特定行為の追加も含む。 

１，０００円 

② 同上（書換え交付、再交

付） 

認定特定行為業務従事者認定証の書換え交付（氏

名の変更に限る）、再交付（汚損、紛失時） 

※認定証には住所を記載しないため、住所が変更

されたとしても書換えは不要。（ただし、③によ

る届出内容の変更は必要） 

 ９００円 

③ 同上（変更） ①の届出内容の変更（②の内容を除く）に係る登

録 

徴収しない 

④ 登録研修機関登録申請

（新規） 

喀痰吸引等研修の業務を行う事業者の登録申請

（事業者ごと）に対する審査 

７，９００円 

⑤ 同上（登録更新申請） ５年ごとの登録の更新申請に対する審査 ４，５００円 

⑥ 同上（変更・休止・廃止） 登録研修機関の届出内容の変更・休止・廃止に係

る登録 

徴収しない 

⑦ 登録特定行為事業者登録

申請（新規） 

特定行為の業務を行う事業者の登録申請（事業所

ごと）に対する審査 

４，２００円 
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⑧ 同上（特定行為の変更） 事業者（事業所）が実施する特定行為の変更（追

加等）に係る申請に対する審査 

３，９００円 

⑨ 同上（変更） ⑦の届出内容の変更（⑧の内容を除く）に係る登

録 

徴収しない 

⑩ 登録喀痰吸引等事業者登

録申請 

たんの吸引等（介護福祉士が行うものに限る)の

業務を行う事業者の登録申請（事業者ごと)に対

する審査  ※平成２９年度～ 

－ 

（未設定) 

 

３ 登録手続き 

（１）登録申請先 

 ①・特定の者に対する研修を修了した者（経過措置対象範囲①②③による研修等を修

了した者を含む） 

  ・登録喀痰吸引等を行う事業者（登録特定行為事業者）のうち、障がい福祉課所管

の事業者 

  ・特定の者に係る研修を行う登録研修機関 

  ⇒健康福祉部障がい福祉課障がい福祉支援担当 ＴＥＬ ０２３－６３０－２２７５ 

                      ＦＡＸ ０２３－６３０－２１１１ 

 

 ②・不特定多数の者に対する研修を修了した者（経過措置対象範囲④⑤による研修等

を修了した者を含む） 

  ・登録喀痰吸引等を行う事業者（登録特定行為事業者）のうち、障がい福祉課所管

以外の事業者（介護保険サービス事業者、老人福祉関係施設、特別支援学校等） 

  ・不特定多数の者に係る研修を行う登録研修機関 

⇒健康福祉部健康長寿推進課介護事業担当 ＴＥＬ ０２３－６３０－３１２４ 

                    ＦＡＸ ０２３－６３０－２２７１ 

 

※ 「特定の者に対する研修」とは、 

たんの吸引等を実施する対象者（利用者）が特定されており、基本研修（講義８時間

＋演習１時間 計９時間）のほか、特定の者（利用者）に対する必要な特定行為につ

いてのみ実地研修（評価基準あり）するもの。 

特定行為が必要な利用者を新たに受け入れる場合は、当該利用者に係る研修を受講す

る必要がある。（講義については一部免除規定あり） 

「第３号研修」という。 

３部位（口腔内・鼻腔内のたんの吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養）又は 

５部位（上記３部位のほか、気管カニューレ内部のたんの吸引、経鼻経管栄養） 

を選択。 

※ 「不特定多数の者に対する研修」とは、 

たんの吸引等を実施する対象者（利用者）が不特定多数であり、基本研修（講義５０

時間＋演習各行為５回以上）のほか、筆記試験を経て、喀痰吸引等の特定行為の全て
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若しくは一部について実地研修（各特定行為について回数が定められており、評価基

準あり）するもの。 

「第１号研修」（５部位）又は「第２号研修」（１～５部位）を選択。 

（平成２７年４月１日施行の法施行規則の一部改正により、第２号研修について気管

カニューレ内部の喀痰吸引及び経鼻経管栄養が実地研修の対象に加わり、任意の行為

について実地研修を修了した場合、個別に認定行為業務従事者認定証の交付が受けら

れることとなった。） 

 

（２）登録申請期限 

① 認定特定行為業務従事者（介護職員等） 

⇒認定を受けようとする１ヶ月前までに申請すること。 

注意 

平成２４年４月１日の法施行後は、違法性阻却通知（Ｐ７０①～⑤の通知）によ

る研修を実施したとしても、たんの吸引等を実施することは認められず、たんの吸

引等を実施する必要がある場合は、県又は登録研修機関が実施する研修を受講し、

認定特定行為業務従事者の認定を受け、かつ所属する事業者が登録喀痰吸引等を行

う事業者（登録特定行為事業者）の登録を受けている場合にのみ特定行為を行うこ

とができるものであるので、注意すること。 

② 登録喀痰吸引等を行う事業者（登録特定行為事業者） 

⇒認定を受けようとする１ヶ月前まで 

注意 

平成２４年４月１日の法施行後は、登録を受けずにたんの吸引等の業務を介護職

員等に行わせた場合は、法第５３条又は法附則第２３条の規定に基づき、処罰され

る場合があるので、関係通知を十分に理解し、業務を遂行すること。 

③ 登録研修機関 

    ⇒登録を受けようとする１ヶ月前まで 

（研修開始日の 1ヶ月前ではなく、研修案内の通知等、登録研修機関としての業務

を開始する日の１ヶ月前までに申請すること。書類審査には時間を要することから、

余裕を持って申請すること。） 

 

（３）提出書類 

健康長寿推進課所管の登録申請に係る様式及び添付書類については、県健康長寿推

進課のホームページに掲載する。 

ホーム»組織別一覧»健康福祉部»健康長寿推進課（健康づくりプロジェクト推進室）»介護職員等によ

る喀痰吸引等の実施について 
http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/jigyousido/tankyuintouroku.html 
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４ 変更の手続き 

登録された内容に変更が生じた場合は、必要書類を添えて届け出ること。 

（１）届出事項等 

届出様式 届出を要する事項 届出期限 

認定特定行為業務従事

者認定証変更届出書 

（様式７） 

・氏名・住所 

・特定行為を行う事業所 ・その他 

※特定行為の種類及び特定の対象者の追加は

新たに交付申請（様式５－１又は様式５－２）

が必要。（１ヶ月前まで申請） 

変更があった日

から１０日以内 

届出様式 届出を要する事項 届出期限 

登録特定行為事業者変

更登録届出書 

（様式３－２） 

・法人の名称・所在地・代表者氏名 

（個人の場合は氏名・住所） 

・事業所の名称・所在地 

・法人の定款・寄付行為 

・業務方法書 

変更しようとす

る１ヶ月前まで 

・従事者の名簿 

※特定行為の種類の追加は追加登録申請書

（様式３－１）が必要。（１ヶ月前まで申請） 

変更があった日

から１０日以内 

登録研修機関変更登録

届出書 

（様式１４－２） 

・法人の名称・所在地・代表者氏名・住所 

（個人の場合は氏名・住所） 

・事業所の名称・所在地 

・法人の定款・寄付行為 

・講師 

・講習カリキュラム 

・講習で使用する施設 

・実地研修実施施設・設備 

・実地研修実施施設責任者（施設の管理者） 

変更しようとす

る１ヶ月前まで 

登録研修機関業務規程

変更届出書 

（様式１５） 

・業務規程 変更しようとす

る１ヶ月前まで 

  ※添付書類については、ホームページに掲載している各様式の備考欄を確認すること。 

 

（２）届出先 

⇒登録申請に同じ。 
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５ 辞退・廃止等の手続きについて 

登録された特定行為を行う必要がなくなった、認定特定行為業務従事者の認定を受

けている従事者が退職等により不在（０人）となった又は登録研修機関の業務を休止・

廃止する場合は、辞退・廃止又は休止しようとする１ヶ月前までに（従事者の退職等

による廃止届出の場合は速やかに）届け出ること。 

届出先は登録申請に同じ。 

 

 ６ 更新の手続きについて 

   登録研修機関は５年ごとに登録の更新を受ける必要があり、登録有効期間の満了日

の３０日前までに申請すること。 

申請先は登録申請に同じ。 

 

７ 各種書類の整備について 

介護職員によるたんの吸引等の実施に当たっては、次の基準等を満たしている必要

がある。なお、下記は基準の一部であるので、法令、通知等を確認し、適正かつ安全

に業務を行うこと。 

①たんの吸引等の実施について入所者（利用者）又はその家族から依頼を受け、書

面による同意を得ること。 

②介護職員等によるたんの吸引等が可能かどうかについて喀痰吸引等指示書による

医師の指示があること。 

③医師又は看護職員による確認を定期的に行うこと。 

④介護職員と看護職員との間で連携が図られ、適切な役割分担がされていること。 

⑤入所者（利用者）の急変等の緊急時に、医師への連絡等、適切に対応できる体制

が整備されていること。 

⑥個々の対象者に応じて、たんの吸引等の実施内容等を記載した計画書を作成する

こと（訪問介護計画書等と一体的に作成することも可）。 

⑦たんの吸引等の実施状況を記載した報告書を医師に提出すること。 

⑧業務の手順等を記載した業務方法書を作成すること。 

⑨医師、看護師等の医療関係者を含む委員会を設置し、安全確保のための体制を確

保すること。 

⑩必要な備品等を確保し、器具の衛生的な管理等の感染症予防の措置を図ること。 

⑪業務上知り得た入所者等の秘密を保持すること。 

⑫従事者認定証の交付を受けていない介護職員等にたんの吸引等を行わせてはなら

ないこと。（平成２８年４月１日の法施行後、平成２８年度以降合格の介護福祉

士については実地研修を受けていない行為。） 

⑬各登録事業所の業務に応じた実践的な研修を実施していること。 
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８ 研修について 

県のホームページに登録研修機関一覧を掲載しているので、受講申込みや受講に関

する問合せについては各登録研修機関あてに行うこと。 

第１号・第２号研修に係る登録研修機関一覧 

ホーム»組織別一覧»健康福祉部»健康長寿推進課（健康長寿プロジェクト推進室）»喀痰吸引等の実施»

喀痰吸引等認定・登録申請について 

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/kakutan/tantouroku.html 

 

第３号研修に係る登録研修機関一覧 

ホーム»組織別一覧»健康福祉部»障がい福祉課»介護職員等による喀痰吸引等の登録について  

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090004/tantouroku%28tokutei%29.html 
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平成２８年度喀痰吸引等指導者養成講習（不特定の者対象／第一・二号研修） 

について 

 

 平成 24 年 4 月から、「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部改正により、一定の研

修を受けた介護職員等においては、医療と看護との連携による安全確保が図られてい

ること等一定の条件の下で、たん吸引等の行為を実施できるようになりました。 

山形県では、介護職員等がたん吸引等を実施するために受講することが必要な研修

（不特定の者対象／第一・二号研修）の講師並びに実地研修指導者を養成するための

講習を開催します。 

 

１ 対象者 

  次のいずれの要件も満たす者とする。 

（１）医師、看護師、保健師、又は助産師であり、喀痰吸引等研修（第一・二号研修）

の講師となる予定の者。 

（２）喀痰吸引等研修（第一・二号研修）を実施している又は実施予定の登録研修機

関又は実地研修機関の職員。 

 

２ 募集定員 

  30人（応募者が多数の場合は、新たな研修機関の職員を優先し、参加申込書等に

より選考） 

 

３ 研修日程・開催場所 

研修日時 募集期間 

11月 21日（月）・22日（火） 9月 1日（木）～10月 7日（金） 

 

開催場所 山形県看護協会会館・看護研修センター ３階 第１研修室 

 

４ 内容及び申込方法等については、平成 28年 6月以降、県ホームページ（健康長寿 

推進課）に掲載予定。 

  

５ 申込先及び連絡先 

  〒 990－8570 山形市松波二丁目８－１ 

  山形県健康福祉部健康長寿推進課 介護指導担当 TEL 023－630－3123 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

平成 28 年度以降の介護福祉士国家試験受験者は、養成課程でたん吸引等を行うために必

要な教育を受けますが、そこで実地研修を終えていない場合は、就業後に登録事業者が実地

研修を行うことになります。  

実地研修は、医師・看護師等を講師として安全・適正に実施する必要があります。 

特に、登録事業者として介護福祉士への実地研修の実施が見込まれる事業所・施設等は、

研修受講について御検討ください。 
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１１ 有料老人ホームに対する定期的な立入検査の実施について 

 

（１）検査実施の背景 

   近年、全国的に有料老人ホームでの深刻な高齢者虐待等の事案が報じられており、厚

生労働省が今年２月に公表した平成 26年度の調査結果でも、有料老人ホームでの高齢者

虐待の認定件数が前年度の２倍以上に増加した。本県においても、有料老人ホームの職

員が入居者に対して虐待を行っていたことが明らかとなり、今年２月に運営法人に対し

老人福祉法に基づく改善命令を行ったところである。 

このような状況に鑑み、有料老人ホームの適正な運営の確保に向けた指導監督を強化

するため、平成 28年度より県内の全有料老人ホームに対する定期的な立入検査を実施す

ることとなった。 

 

（２）実施の根拠 

  老人福祉法第 29条第９項 

   都道府県知事は、この法律の目的を達成するため、有料老人ホームの設置者若しくは管理者 
若しくは設置者から介護等の供与を委託された者（以下「介護等受託者」という。）に対して、 
その運営の状況に関する事項その他必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に 
対して質問させ、若しくは当該有料老人ホーム若しくは当該介護等受託者の事務所若しくは事業 
所に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

 

（３）検査の種類及び実施頻度 

①開所時検査 

    原則として、施設開所後３カ月以内に実施。 

②定期検査 

    原則として、開所時検査の３年後に実施。要領施行時に既に開所している施設に 

   ついては施行から３年以内に行い、その後は３年毎に実施。 

③随時検査 

    運営に関し入居者の利益を害する行為に該当するおそれがあるとき、その他入居

者の保護のために必要があるときに随時実施。 

 

（４）実施機関 

①開所時検査･･･各総合支庁（高齢者福祉担当課） 

②定期検査 ･･･本庁（健康長寿推進課） 

ただし、介護保険事業所に対する実地指導と併せて実施可能なものは総合支庁 

③随時検査 ･･･各総合支庁（高齢者福祉担当課） 

ただし、必要に応じ本庁が支援 

 

（５）検査方法 

「山形県有料老人ホーム立入検査実施要領」（平成 28年３月 29日付け健長第 1545号 

各有料老人ホーム管理者あて山形県健康福祉部健康長寿推進課長通知）による。 

  実施日時は、予め実施機関より通知する。ただし、随時検査については、実施機関の

判断により予告なく検査を実施することがある。 

－77－



１２ 情報提供について 

 
（１）山形県ホームページによる情報提供 

介護サービス事業所に対する情報提供は、重要文書、調査依頼文書など郵送による

ものを除き、県ホームページへの掲載により行います。 

県のホームページに掲載した各種情報を確実に周知するため、介護報酬改定に関す

る厚生労働省告示や通知など重要な情報を掲載したときは、その旨を電子メールによ

り各介護サービス事業所・施設あてにお知らせしております。 

 

連絡先(送信先)について、変更や追加等(アドレスの変更、担当職員の異動など)が

生じた場合は、必ず健康長寿推進課に変更内容をお知らせください。その場合の手続

きは、次ページのとおりです。 

 

その他、厚生労働省ホームページ、ＷＡＭＮＥＴ（ワムネット）等により随時情報

収集に努めてください。なお、県のホームページには、指定申請書、変更届出書、更

新申請書(ワード版及びＰＤＦ版)及び各種加算の届出に係る様式を掲載しているので

活用してください。 

 

【関連ホームページアドレス】 

◇山形県ホームページ http://www.pref.yamagata.jp/ 

トップページ » 健康・福祉・子育て » 高齢者のページ » 介護事業者向け 

トップページ » 組織で探す » 健康福祉部 » 健康長寿推進課（健康づくり

プロジェクト推進室） » 事業指導担当のページ 

◇厚生労働省ホームページ http://www.mhlw.go.jp/ 

行政分野ごとの情報（介護・高齢者福祉）のページ等 

◇ＷＡＭ ＮＥＴ（ワムネット） http://www.wam.go.jp/ 

新着情報、行政資料のページ等 

◇財団法人テクノエイド協会ホームページ http://www.techno.aids.or.jp/ 

福祉用具に関する情報一般 
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事業所メールアドレスの報告・変更について 

  
各介護サービス事業所に対して迅速な情報伝達を行うため、各事業所からメールアド

レスの報告をいただいているところですが、アドレスの追加や変更（事業所廃止、担当

者の異動等に伴い）があった場合は、その都度速やかに報告してください｡ 
 

◇件 名  「メールアドレスの報告」 
※下記画面参照（変更の場合は、件名を「メールアドレスの変更報告」

とし、本文に変更の内容を入力してください） 
◇報 告 先  ychoju@pref.yamagata.jp 
◇報告対象事業者  県の指定を受けている全ての事業所（みなし指定を含む） 

※ただし、介護予防サービス事業所は本体事業所と重複するため不要 
◇報 告 内 容 １ 事業所指定番号   ２ 事業種別   ３ 事業所所在市町村名 
        ４ 事業所名      ５ 送信者名・連絡先 
        ６ E-mailアドレス 
 ※ 受信を希望するアドレスから送信してください。（これによりがたい場合､その旨を

付記し､受信希望アドレスを別途記入してください。） 
◇そ の 他 
１ 一の法人が複数事業所の指定を受けている場合（併設も含む）は、サービス種別ご

とに（※例えば特養・ショート・通所併設の場合は､３通）送信してください｡ 
２ 報告後も、アドレスの追加や変更があった場合、上記に準じて変更内容を連絡して

ください｡ 
◇照 会 先  健康長寿推進課介護事業担当 電話：023-630-3359 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

メール本文にこのとおり記入した上で送信願います。 

１ ０６７０１０００００   ←事業所番号 

２ 通所介護         ←事業種別 

３ 山形市          ←事業所所在市町村名 

４ ○○デイサービスセンター ←事業所名 

５ 山形一郎         ←送信者名・連絡先 

  TEL０２３－△△―×××× 

６ abc@xxx.co.jp       ←E-mail アドレス 
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●介護報酬算定等に係る質問票 

 
事業所名                 サービスの種類             
担当者職氏名               電話番号                

※ 送信票は不要です。このまま送信してください。 
○ 質問に係る資料の出典 

例：山形県集団指導資料（○○系）Ｐ□□、×月×日ワムネット登載課長会議資料Ｐ△△、等  
※次のいずれかに○を付し、具体的に出典元を記載してください。 
１ 介護保険法令（法令名、条項数                           ） 
２ 山形県集団指導資料（年度、種類、頁数                         ）  
３ 介護保険・高齢者保健福祉担当課長資料（年度、頁数                   ） 
４ 厚生労働省Ｑ＆Ａ（年度、最新情報 Vol、質問№                     ） 
５ その他関係通知等（通知日、通知名                          ） 
※法令、通知、厚生労働省・山形県集団指導等によるＱ＆Ａの確認の有無について○を付してください。 

１ 事前に確認済み（確認したが該当するものがなかった場合も含む） 
⇒下記に質問内容を記載してください。（該当する Q&A がある場合は、上記４に○を付して、

出典元を記載してください。） 
２ 確認していない ⇒ Ｑ＆Ａ等を確認してから質問してください。 
○ 質問内容（質問が複数ある場合、質問ごとに番号を振ってください。ただし、上記出典

元が異なる場合は、別葉に作成してください。） 
 

※ 事業所記載不要欄 
 
 
 

所管する各総合支庁にＦＡＸで送信してください。 

 村山総合支庁地域健康福祉課福祉指導担当      ＦＡＸ０２３－６２２－０１９１ 
 最上総合支庁地域保健福祉課地域包括ケア・障がい者支援担当 ＦＡＸ０２３３－２３－７６３５ 
 置賜総合支庁福祉課指導担当            ＦＡＸ０２３８－２４－８１５５ 
 庄内総合支庁地域保健福祉課高齢者介護支援担当   ＦＡＸ０２３５－６６－４０５３ 

－80－



介護福祉事業所で働く看護職のみなさん 
 

介護福祉事業所で働く看護職のみなさん、日頃の利用者さんへの関わりを「さらに磨きたい」「もっともっとい

い関わりをしたい」や「迷っていること」「困っていること「不安に思っていること」などはありませんか。 

 

高齢者社会を迎え、在宅での介護はもとより介護施設での看護がますます重要になっています。看護職にとって

医療福祉の現状を把握し、状況に合わせた対応をすることが必要になっています。看護協会では、看護職の働き

方や働く条件などの環境改善事業に目を向けながら、どこの職場でも「たのしく働く」の実現を目指し、取り組

んでいます。 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 みなさん、看護協会に入会し、看護を学ぶ楽しさと喜びを再び感じてみませんか！！ 

 

≪ 最新情報 ≫ 

平成 28 年度日本看護協会より「看護師のクリニカルラダー（日本看護協会版）」が、発表されました。このク

リニカルラダーでは、看護の核となる実践能力を定義し、病院だけではなく、施設や訪問看護ステーションなど、

看護を提供するすべての場で活用できる内容になっています。各施設で、実践例をもとに自分達のめざす看護を

整理し、自施設のクリニカルラダーとすることができる内容になっています。 

自らの看護実践能力を振り返り、現在の自分の看護を客観的に評価できることとこれから習得すべき実践能力を

明確にすることができます。 

一度、日本看護協会ホームページを開いてみてください。  http://www.nurse.or.jp/ 

           【 高齢者介護施設の実践例 】 

               
 

        公益社団法人山形県看護協会  連絡先：023－685－8033 

 
ここにアクセ

スしてね！ 

タイムリーな

研修受講 
いち早い情報

の取得   

問題解決の糸

口の取得 
スキルアップ 

研修会テーマの例 

☆ 「高齢者の看護：摂食・嚥下障害患者の看護―長寿の秘訣は“口”にありー」 

☆ 「高齢者の看護：スキンケアー褥瘡発生を予防するためにー」 

☆ 「認知症高齢者の看護実践に必要な知識」           などなど 



 
 
 
 
 
 
 
                             
                                    

 

 
 
 
 
                           

 
                                             
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 
 

 
 

 

 

問い合わせ 

   公益社団法人山形県看護協会 

山形県ナースセンター           
〒990-2473 
山形市松栄１―５―４５ 
TEL : 023-646-8878  
FAX : 023-643-5727 

山形県看護協会ＨＰから、登録票をダウンロードで
きます。 郵便・ＦＡＸも受け付けてます。 
 

ナースセンターは山形県の委託事業です。 

   ★県内９ヶ所のハローワーク等で「看護の仕事相談会」を開催してます。 
 

相談日 

時 間 

月曜日～金曜日（祝・祭日は除く） 

９：００～１２：００ 
１３：００～１６：００ 

【ユーザ登録】 
•スマートフォンでできま

す。 
 
【お仕事検索】 
•条件に合う求人情報を検

索できます 
•希望にあった求人情報を

自動的にマッチングし、
週１回メールで届きま
す。 

•全国の求人に直接応募が
できます。 

 

【看護職への直接オファー】 
•求職者へ直接メッセージ

を送信でき、人材確保のチ
ャンスが広がります。 

 
【看護職からの直接応募】 
•ナースセンターを通さず

求職者から直接応募でき
るようになります。 

インターネットで求人・求職登録や検索ができます。ただし、利用には ID・パスワードの申請が必要です。 

e ナースセンターとは？ 

https://www.nurse-center.net/nccs/ 
山形県看護協会 HP のバナーまたは 

「e ナースセンター」で検索 

e ナースセンターURL 

看護協会の 
会員・非会員
問わずご利用
いただけます。 

 

『看護師等無料職業紹介所） 
厚生労働大臣の許可 



 

 

     

 看護職の方々への周知にご協力ください！ 
 

「看護師等の届出制度」とは  

2014年6月の医療介護総合確保推進法成立に伴い、「看護師等の人材確保の促進に関する法律（人確法）」

の改正が 2015 年 10 月に施行された。看護職は離職時などに住所、氏名、免許番号などの事項を都道府

県ナースセンターへ届け出ることが努力義務化された。 

 届け出た看護職に対し、ナースセンターは、看護に関する情報や研修会・相談会を行い、切れ目ないキャ

リアを積めるよう支援する。 

対象者 
・病院等を離職する方  ※「病院等」とは、病院、診療所、助産所、介護老人保健施設、指定訪問看護事業を行う事業所が含まれます。 

・保健師・助産師・看護師・准看護師の免許をお持ちで、病院等で看護職の仕事についていない方 
 
届出方法    
                  

① 【パソコン・スマートフォンから        ②【ナースセンターによる代理届出】 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

※届け出ていただく情報は、届出サイト「とどけるん」に掲載している「とどけるんプライバシーポリシー」に基

づいて管理いたします。 

   

 

 

 

 e ナースセンターのＩＤ・パスワードは、とどけるんも同じです。 

 とどけるんに登録したＩＤ・パスワード・共通項目は、e ナースセンターに反映されます。 

 「希望しない」「詳しい情報を聞きたい」を選択した場合は、e ナースセンターに登録されている 

ＩＤ・パスワード・共通項目は反映されません。 

 e ナースセンターで求職者の基本情報変更を行っても、とどけるんに登録した内容に反映されません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳しくは                  

http://www.nurse.or.jp/nursing/nc/todokede/index.html 

  
        http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000095486.html 

とどけるん  検索 
届出票に必要事項を記入いただき、 
ナースセンターへ郵送ください。 
 
＊用紙は、「山形県看護協会」ＨＰ 
 より、ダウンロードください。 
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